
【表紙】

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成28年2月10日提出

【発行者名】 大和証券投資信託委託株式会社

【代表者の役職氏名】 取締役社長　白川　真

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号

【事務連絡者氏名】 山村　政
連絡場所　東京都千代田区丸の内一丁目9番1号

【電話番号】 03-5555-3111

【届出の対象とした募集内国投
資信託受益証券に係るファンド
の名称】

ダイワ英国高配当株ファンド
ダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポートフォリ
オ

【届出の対象とした募集内国投
資信託受益証券の金額】

継続申込期間（平成27年8月12日から平成28年8月10日
まで）
各ファンドについて10兆円を上限とし、合計で20兆円
を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当ありません。
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Ⅰ．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

　平成27年8月11日付で提出した有価証券届出書（以下「原有価証券届出書」）の記載事項を、有価証

券報告書の提出に伴い新たな内容に改めるため、本訂正届出書を提出致します。

Ⅱ．【訂正の内容】

（※　下線部　　　　は訂正部分を示します。）
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第二部　【ファンド情報】

第１　【ファンドの状況】

１　【ファンドの性格】

(3) 【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

＜略＞

＜委託会社の概況（平成27年6月末日現在）＞

＜略＞

＜訂正後＞

＜略＞

＜委託会社の概況（平成27年11月末日現在）＞

＜略＞

２　【投資方針】

(3) 【運用体制】

＜訂正前＞

＜略＞

※　上記の運用体制は平成27年6月末日現在のものであり、変更となる場合があります。

＜訂正後＞

＜略＞

※　上記の運用体制は平成27年11月末日現在のものであり、変更となる場合があります。

３　【投資リスク】

末尾の「参考情報」を次の内容に訂正・更新します。
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４　【手数料等及び税金】
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(5) 【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

＜略＞

（※）上記は、平成27年6月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更に

なることがあります。

＜略＞

＜訂正後＞

＜略＞

（※）上記は、平成27年11月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更に

なることがあります。

＜略＞
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５　【運用状況】

※ 原有価証券届出書の「第二部　ファンド情報　第１ ファンドの状況　５ 運用状況」を次の内容に訂

正・更新します。

＜訂正後＞

 

【ダイワ英国高配当株ファンド】

　

(1) 【投資状況】 (平成27年11月30日現在)

投資状況 　

投資資産の種類 時価(円) 投資比率(％)

投資信託受益証券 1,960,345,597 98.62

　 内　ケイマン諸島 1,960,345,597 98.62

親投資信託受益証券 100,049 0.01

　 内　日本 100,049 0.01

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 27,429,326 1.38

純資産総額     1,987,874,972 100.00

(注1) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

(注2) 投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。

　

(2) 【投資資産】 (平成27年11月30日現在)

① 【投資有価証券の主要銘柄】

イ．主要銘柄の明細 　

　 銘柄名 地域 種類

株数、口
数　　　　　　　　　　

また
は　　　　　　　　　　　　　　

額面金額

簿価単価

簿価

(円)

評価単価

時価

(円)

投資

比率

(%)

1
UK HIGH DIVIDEND EQUITY FUND

CAPITAL GROWTH CLASS
ケイマン諸
島

投資信託
受益証券

18,459,867.2 
103.76

1,915,552,694

106.19

1,960,345,597
98.62 

2 ダイワ・マネー・マザーファンド 日本
親投資信
託受益証
券

98,107 
1.0198

100,049

1.0198

100,049
0.01 

(注) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

　

ロ．投資有価証券の種類別投資比率 　

投資有価証券の種類 投資比率

投資信託受益証券 98.62%

親投資信託受益証券 0.01%

合計 98.62%

(注) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該有価証券の時価の比率です。

　

ハ．投資株式の業種別投資比率 　

　　 該当事項はありません。

　

② 【投資不動産物件】

　　 該当事項はありません。
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③ 【その他投資資産の主要なもの】

　　 該当事項はありません。

　

(3) 【運用実績】

① 【純資産の推移】

　

純資産総額

（分配落）

(円)

純資産総額

（分配付）

(円)

１口当たりの

純資産額

(分配落)(円)

１口当たりの

純資産額

(分配付)(円)

第1計算期間末

(平成26年11月17日)
2,582,400,287 2,632,513,972 1.0306 1.0506

平成26年11月末日 2,626,877,685 － 1.0644 －

12月末日 2,435,273,255 － 1.0698 －

平成27年1月末日 2,397,535,585 － 1.0516 －

2月末日 2,375,158,672 － 1.1127 －

3月末日 2,321,541,062 － 1.0751 －

4月末日 2,371,822,524 － 1.1177 －

第2計算期間末

(平成27年5月18日)
2,089,469,146 2,164,619,551 1.1122 1.1522

5月末日 2,282,955,267 － 1.1373 －

6月末日 1,812,776,578 － 1.0882 －

7月末日 1,603,710,600 － 1.1083 －

8月末日 2,020,653,334 － 1.0364 －

9月末日 1,865,568,135 － 0.9713 －

10月末日 1,978,101,099 － 1.0664 －

第3計算期間末

(平成27年11月17日)
1,842,793,293 1,867,714,660 1.0352 1.0492

11月末日 1,987,874,972 － 1.0599 －

　

② 【分配の推移】

　 １口当たり分配金(円)

第1計算期間 0.0200

第2計算期間 0.0400

第3計算期間 0.0140

　

③ 【収益率の推移】

　 収益率(％)

第1計算期間 5.1

第2計算期間 11.8

第3計算期間 △5.7

　

(4) 【設定及び解約の実績】

　 設定数量（口） 解約数量（口）

第1計算期間 1,627,513,251 855,497,197

第2計算期間 1,090,268,974 1,717,193,103

第3計算期間 951,038,837 1,049,701,268

(注) 当初設定数量は1,733,668,210口です。
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（参考）マザーファンド

   ダイワ・マネー・マザーファンド

　

(1) 投資状況 (平成27年11月30日現在)

投資状況 　

投資資産の種類 時価(円) 投資比率(％)

国債証券 　 42,258,736,645 52.51

　 内　日本 42,258,736,645 52.51

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 38,220,094,949 47.49

純資産総額     80,478,831,594 100.00

(注1) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

(注2) 投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。

　

(2) 投資資産 (平成27年11月30日現在)

① 投資有価証券の主要銘柄

イ．主要銘柄の明細 　

　 銘柄名 地域 種類

株数、口
数　　　　　　　　　　

また
は　　　　　　　　　　　　　　

額面金額

簿価単価

簿価

(円)

評価単価

時価

(円)

利率(%)

償還期限

(年/月/日)

投資

比率

(%)

1 ５５９ 国庫短期証券 日本 国債証券 7,050,000,000 
99.99

7,049,995,950

99.99

7,049,995,950

－

2015/12/21
8.76 

2 ５６３ 国庫短期証券 日本 国債証券 6,100,000,000 
99.99

6,099,997,448

99.99

6,099,997,448

－

2016/01/18
7.58 

3 ５５５ 国庫短期証券 日本 国債証券 5,500,000,000 
99.99

5,499,999,800

99.99

5,499,999,800

－

2015/12/07
6.83 

4 ５６８ 国庫短期証券 日本 国債証券 5,000,000,000 
100.00

5,000,000,000

100.00

5,000,000,000

－

2016/02/15
6.21 

5 ５６７ 国庫短期証券 日本 国債証券 5,000,000,000 
99.99

4,999,996,428

99.99

4,999,996,428

－

2016/02/08
6.21 

6 ５５７ 国庫短期証券 日本 国債証券 3,470,000,000 
99.99

3,469,999,467

99.99

3,469,999,467

－

2015/12/14
4.31 

7 ５６６ 国庫短期証券 日本 国債証券 3,000,000,000 
99.99

2,999,998,050

99.99

2,999,998,050

－

2016/02/01
3.73 

8 ５６０ 国庫短期証券 日本 国債証券 2,790,000,000 
99.99

2,789,999,942

99.99

2,789,999,942

－

2015/12/28
3.47 

9 ３４２ ２年国債 日本 国債証券 2,094,000,000 
100.07

2,095,633,320

100.07

2,095,549,560

0.100000

2016/07/15
2.60 

10 １００ ５年国債 日本 国債証券 1,250,000,000 
100.29

1,253,650,000

100.25

1,253,200,000

0.300000

2016/09/20
1.56 

11 ５３７ 国庫短期証券 日本 国債証券 1,000,000,000 
100.00

1,000,000,000

100.00

1,000,000,000

－

2015/12/10
1.24 

(注) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

　

ロ．投資有価証券の種類別投資比率 　

投資有価証券の種類 投資比率

国債証券 52.51%
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合計 52.51%

(注) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該有価証券の時価の比率です。

　

ハ．投資株式の業種別投資比率 　

　　 該当事項はありません。

　

② 投資不動産物件

　　 該当事項はありません。

　

③ その他投資資産の主要なもの

　　 該当事項はありません。

【ダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポートフォリオ】

　

(1) 【投資状況】 (平成27年11月30日現在)

投資状況 　

投資資産の種類 時価(円) 投資比率(％)

親投資信託受益証券 7,717,510 58.67

　 内　日本 7,717,510 58.67

コール・ローン、その他の資産（負債控除後） 5,436,224 41.33

純資産総額     13,153,734 100.00

(注1) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率です。

(注2) 投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。

　

(2) 【投資資産】 (平成27年11月30日現在)

① 【投資有価証券の主要銘柄】

イ．主要銘柄の明細 　

　 銘柄名 地域 種類

株数、口
数　　　　　　　　　　

また
は　　　　　　　　　　　　　　

額面金額

簿価単価

簿価

(円)

評価単価

時価

(円)

投資

比率

(%)

1 ダイワ・マネー・マザーファンド 日本
親投資信
託受益証
券

7,567,671 
1.0198

7,717,510

1.0198

7,717,510
58.67 

(注) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

　

ロ．投資有価証券の種類別投資比率 　

投資有価証券の種類 投資比率

親投資信託受益証券 58.67%

合計 58.67%

(注) 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該有価証券の時価の比率です。

　

ハ．投資株式の業種別投資比率 　

　　 該当事項はありません。

　

② 【投資不動産物件】
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　　 該当事項はありません。

　

③ 【その他投資資産の主要なもの】

　　 該当事項はありません。

　

(3) 【運用実績】

① 【純資産の推移】

　

純資産総額

（分配落）

(円)

純資産総額

（分配付）

(円)

１口当たりの

純資産額

(分配落)(円)

１口当たりの

純資産額

(分配付)(円)

第1計算期間末

(平成26年11月17日)
22,237,049 22,237,049 1.0001 1.0001

平成26年11月末日 22,237,995 － 1.0001 －

12月末日 134,057,315 － 1.0001 －

平成27年1月末日 123,892,367 － 1.0001 －

2月末日 235,872,378 － 1.0001 －

3月末日 126,938,847 － 1.0003 －

4月末日 150,778,938 － 1.0003 －

第2計算期間末

(平成27年5月18日)
152,861,117 152,861,117 1.0004 1.0004

5月末日 12,092,294 － 1.0008 －

6月末日 130,094,109 － 1.0008 －

7月末日 137,033,614 － 1.0008 －

8月末日 13,153,439 － 1.0008 －

9月末日 13,153,254 － 1.0007 －

10月末日 13,153,120 － 1.0007 －

第3計算期間末

(平成27年11月17日)
13,153,799 13,153,799 1.0008 1.0008

11月末日 13,153,734 － 1.0008 －

　

② 【分配の推移】

　 １口当たり分配金(円)

第1計算期間 0.0000

第2計算期間 0.0000

第3計算期間 0.0000

　

③ 【収益率の推移】

　 収益率(％)

第1計算期間 0.0

第2計算期間 0.0

第3計算期間 0.0

　

(4) 【設定及び解約の実績】

　 設定数量（口） 解約数量（口）

第1計算期間 70,964,088 49,728,608
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第2計算期間 595,196,028 464,636,953

第3計算期間 243,810,146 383,461,123

(注) 当初設定数量は1,000,000口です。

（参考）マザーファンド

   ダイワ・マネー・マザーファンド

前記「ダイワ英国高配当株ファンド」の記載と同じ。

次へ
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（参考情報）運用実績

●ダイワ英国高配当株ファンド

（参考情報）運用実績

●ダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポートフォリオ
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ダイワ英国高配当株ファンド

(1) 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）並びに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府
令第133号）に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

(2) 当ファンドの計算期間は6か月であるため、財務諸表は6か月毎に作成しております。

(3) 当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3期計算期間（平成27年5月19日

から平成27年11月17日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けておりま

す。

1　【財務諸表】

【ダイワ英国高配当株ファンド】
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(1) 【貸借対照表】

　 　
第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

　 　 金　額（円） 金　額（円）

 資産の部 　 　 　

  流動資産 　 　 　

    コール・ローン 　 268,687,346 55,435,301

    投資信託受益証券 　 2,063,380,905 1,815,552,694

    親投資信託受益証券 　 100,039 100,049

    未収入金 　 80,000,000 19,999,999

    流動資産合計 　 2,412,168,290 1,891,088,043

  資産合計 　 2,412,168,290 1,891,088,043

 負債の部 　 　 　

  流動負債 　 　 　

    未払収益分配金 　 75,150,405 24,921,367

    未払解約金 　 231,517,730 10,828,560

    未払受託者報酬 　 325,138 254,419

    未払委託者報酬 　 15,608,405 12,214,159

    その他未払費用 　 97,466 76,245

    流動負債合計 　 322,699,144 48,294,750

  負債合計 　 322,699,144 48,294,750

 純資産の部 　 　 　

  元本等 　 　 　

    元本 ※1 1,878,760,135 1,780,097,704

    剰余金 　 　 　

　　  期末剰余金又は期末欠損金（△） 　 210,709,011 62,695,589

　　  　（分配準備積立金） 　 144,239,132 79,028,253

    元本等合計 　 2,089,469,146 1,842,793,293

  純資産合計 　 2,089,469,146 1,842,793,293

 負債純資産合計 　 2,412,168,290 1,891,088,043
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(2) 【損益及び剰余金計算書】

　 　

第2期

自　平成26年11月18日

至　平成27年5月18日

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

　 　 金　額（円） 金　額（円）

 営業収益 　 　 　

  受取配当金 　 42,095,140 39,705,657

  受取利息 　 24,057 14,921

  有価証券売買等損益 　 249,576,023 △127,533,859

  その他収益 　 － 1,057

  営業収益合計 　 291,695,220 △87,812,224

 営業費用 　 　 　

  受託者報酬 　 325,138 254,419

  委託者報酬 　 15,608,405 12,214,159

  その他費用 　 97,466 76,245

  営業費用合計 　 16,031,009 12,544,823

 営業利益又は営業損失（△） 　 275,664,211 △100,357,047

 経常利益又は経常損失（△） 　 275,664,211 △100,357,047

 当期純利益又は当期純損失（△） 　 275,664,211 △100,357,047

 一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は

 一部解約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 　 88,505,755 △18,613,579

 期首剰余金又は期首欠損金（△） 　 76,716,023 210,709,011

 剰余金増加額又は欠損金減少額 　 91,781,386 71,606,826

  当期追加信託に伴う剰余金増加額

  又は欠損金減少額 　 91,781,386 71,606,826

 剰余金減少額又は欠損金増加額 　 69,796,449 112,955,413

  当期一部解約に伴う剰余金減少額

  又は欠損金増加額 　 69,796,449 112,955,413

 分配金 ※1 75,150,405 24,921,367

 期末剰余金又は期末欠損金（△） 　 210,709,011 62,695,589
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(3) 【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区　分

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

1. 有価証券の評価基準及び評価方
法

(1)投資信託受益証券

  移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、投資信託受益証券の基準価額に基づいて評
価しております。

なお、適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が
時価と認定できない事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務
に基づいて合理的な事由をもって時価と認めた価額又は受託会社と
協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価して
おります。

   

  (2)親投資信託受益証券

  移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて
評価しております。

   

2. 収益及び費用の計上基準 受取配当金

  原則として、投資信託受益証券の配当落ち日において、確定配当金
額を計上しております。

   

3. その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

計算期間末日

  平成27年5月17日が休日のため、前計算期間末日を平成27年5月18日
としております。このため、当計算期間は183日となっております。

（貸借対照表に関する注記）

区　分
第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

　 　 　 　

1. ※1 期首元本額 2,505,684,264円 1,878,760,135円

  期中追加設定元本額 1,090,268,974円 951,038,837円

  期中一部解約元本額 1,717,193,103円 1,049,701,268円

     

2.  計算期間末日における受益権の
総数

1,878,760,135口 1,780,097,704口

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

区　分

第2期

自　平成26年11月18日

至　平成27年5月18日

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日
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　 ※1 分配金の計算過程 計算期間末における解約に伴う
当期純利益金額分配後の配当等
収益から費用を控除した額
（34,567,735円）、解約に伴う
当期純利益金額分配後の有価証
券売買等損益から費用を控除
し、繰越欠損金を補填した額
（152,590,721円）、投資信託
約款に規定される収益調整金
（66,469,879円）及び分配準備
積立金（32,231,081円）より分
配対象額は285,859,416円（1万
口当たり1,521.53円）であり、
うち75,150,405円（1万口当た
り400円）を分配金額としてお
ります。

計算期間末における解約に伴う
当期純利益金額分配後の配当等
収益から費用を控除した額
（26,062,045円）、解約に伴う
当期純利益金額分配後の有価証
券売買等損益から費用を控除
し、繰越欠損金を補填した額
（0円）、投資信託約款に規定
される収益調整金（79,356,425
円）及び分配準備積立金
（77,887,575円）より分配対象
額は183,306,045円（1万口当た
り1,029.75円）であり、うち
24,921,367円（1万口当たり140
円）を分配金額としておりま
す。

（金融商品に関する注記）

Ⅰ 金融商品の状況に関する事項

区　分

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

1. 金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」第2条第4項
に定める証券投資信託であり、投資信託約款に規定する「運用の基
本方針」に従っております。

   

2. 金融商品の内容及びリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、金銭債権及び
金銭債務であり、その詳細を附属明細表に記載しております。な
お、当ファンドは、投資信託受益証券及び親投資信託受益証券を通
じて有価証券に投資しております。

これらの金融商品に係るリスクは、市場リスク（価格変動、為替変
動、金利変動等）、信用リスク、流動性リスクであります。

   

3. 金融商品に係るリスク管理体制 複数の部署と会議体が連携する組織的な体制によりリスク管理を
行っております。信託財産全体としてのリスク管理を金融商品、リ
スクの種類毎に行っております。

   

4. 金融商品の時価等に関する事項
についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額
の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等に拠った場合、当該価額が異なることもあります。

Ⅱ 金融商品の時価等に関する事項

区　分
第3期

平成27年11月17日現在

1. 金融商品の時価及び貸借対照表
計上額との差額

金融商品はすべて時価で計上されているため、貸借対照表計上額と
時価との差額はありません。

   

2. 金融商品の時価の算定方法 (1)有価証券

  重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載しております。

   

  (2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ
とから、当該帳簿価額を時価としております。

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券
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第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

種　類 当計算期間の損益に

含まれた評価差額（円）

当計算期間の損益に

含まれた評価差額（円）

投資信託受益証券 179,634,050 △116,292,388

親投資信託受益証券 19 10

合計 179,634,069 △116,292,378

　 　 　 　

（デリバティブ取引に関する注記）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

該当事項はありません。 該当事項はありません。

　 　

（関連当事者との取引に関する注記）

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

市場価格その他当該取引に係る価格を勘案して、一般の取引条件と異なる関連当事者との取引は行なわ
れていないため、該当事項はありません。

（1口当たり情報）

　
第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

1口当たり純資産額 1.1122円 1.0352円

（1万口当たり純資産額） (11,122円) (10,352円)

(4) 【附属明細表】

第１ 有価証券明細表

 (1) 株式

      該当事項はありません。

 (2) 株式以外の有価証券

種　類 銘　柄 券面総額
評価額

（円）
備考

投資信託受益証
券

UK HDEQ FUND CAP GROWTH 17,520,750.160 1,815,552,694  

投資信託受益証券　合計 　 1,815,552,694  

親投資信託受益
証券

ダイワ・マネー・マザーファンド 98,107 100,049  

親投資信託受益証券　合計 　 100,049  

合計   1,815,652,743  

投資信託受益証券及び親投資信託受益証券における券面総額欄の数値は、証券数を表示しております。

第２　信用取引契約残高明細表

     該当事項はありません。

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

　　　該当事項はありません。

（参考）
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 当ファンドは、ケイマン籍の外国投資信託「クレディ・スイス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）

Ⅲ－ダイワ・UK・ハイ・ディビデンド・エクイティ・ファンド（資産成長クラス）」受益証券（円建）を
主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上された「投資信託受益証券」は、すべて同ファン
ドの受益証券であります。

　また、当ファンドは、「ダイワ・マネー・マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借
対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同マザーファンドの受益証券でありま
す。　

　なお、同ファンドの状況及び当ファンドの計算期間末日（以下、｢期末日｣）における同マザーファンド
の状況は次のとおりであります。

次へ
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「クレディ・スイス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅲ－ダイワ・UK・ハイ・ディビデンド・エク

イティ・ファンド（資産成長クラス）」の状況

　以下に記載した同ファンドの情報は、会計監査人により監査を受けた財務諸表を委託会社で抜粋・翻訳

したものであります。

　以下に記載した情報は監査の対象外であります。

財政状態計算書
2014年9月30日現在

2014年

注記 英ポンド

資産

現金および現金同等物 6 10,621,337

投資有価証券（公正価値ベース）(購入費用2014:98,634,218英ポンド) 4,5 96,213,714

その他の未収金 7 279,420

資産計 107,114,471

負債

スワップ取引（公正価値ベース） 4,5 897,885

先物取引（公正価値ベース） 4,5 128,640

約定未払金 198,302

未払償還金 1,014,119

その他の未払金 9 95,904
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負債計 2,334,850

償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の額 104,779,621

内訳

資産成長クラス受益証券

償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の額 英ホ゜ント゛ 16,060,685

発行済償還可能な受益証券数 8 28,113,557

償還可能な受益証券一口当たり純資産 英ホ゜ント゛ 0.5713

ツインαクラス受益証券

償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の額 英ホ゜ント゛ 88,718,936

発行済償還可能な受益証券数 8 160,910,032

償還可能な受益証券一口当たり純資産 英ホ゜ント゛ 0.5514

受託会社を代表しここに承認する  －  2015年2月13日

FIONA BARRIE

_________________________________________

イリアン・トラスティー（ケイマン）リミテッド

専らダイワ・UK・ハイ・ディビデンド・エクイティ・ファンド

（適格機関投資家専用）の受託会社としての地位において

YOLANDE HILL

_________________________________________

イリアン・トラスティー（ケイマン）リミテッド

専らダイワ・UK・ハイ・ディビデンド・エクイティ・ファンド

（適格機関投資家専用）の受託会社としての地位において

財務諸表に対する注記を参照してください。
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包括利益計算書
2014年6月2日（業務開始日）から2014年9月30日まで

2014年

注記 英ポンド

配当収入 1,296,366

利子収入 3,855

投資純損失 10 (2,171,984)

外国為替取引による為替純損失 (49,837)

投資純損失 (921,600)

副投資運用会社報酬 9 112,026

報酬代行会社報酬 9 59,471

管理会社報酬 9 16,004

監査報酬 9,837

手数料 7,470

資産保管会社報酬 9 4,800

受託会社報酬 9 3,036

営業費用計 212,644

税引前損失 (1,134,244)

配当に係る源泉徴収税 (129,032)

償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の変動額 (1,263,276)
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財務諸表に対する注記を参照してください。

償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産変動計算書
2014年6月2日（業務開始日）から2014年9月30日まで

2014年

英ポンド

償還可能な受益証券発行額 110,927,455

償還可能な受益証券償還額 (1,014,119)

償還可能な受益証券保有者への分配額（注記8） (3,870,439)

償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の変動額 (1,263,276)

期末現在の償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の額 104,779,621

財務諸表に対する注記を参照してください。

キャッシュフロー計算書
2014年6月2日（業務開始日）から2014年9月30日まで

2014年

英ポンド

営業活動

償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の変動額 (1,263,276)
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投資有価証券の購入 (100,423,081)

投資有価証券の売却による収入 1,665,932

スワップ取引による受取利息 3,529,553

スワップ取引による支払利息 (1,767,953)

先物決済による純支払 (363,624)

非キャッシュ項目調整

投資有価証券による実現純損失（注10) 122,931

スワップ取引に係る実現純利益（注10) (1,761,600)

先物取引による実現純損失（注10) 363,624

投資（有価証券、スワップ、先物取引）による評価損の変動（注10） 3,447,029

非キャッシュ営業残高純変動額

その他の未収金の増加 (279,420)

約定未払金の増加 198,302

その他の未払金の増加 95,904

営業活動によるキャッシュ・フロー (96,435,679)

財務活動

償還可能な受益証券発行による収入* 107,057,016

財務活動によるキャッシュ・フロー 107,057,016

現金および現金同等物の純変動、すなわち現金および現金同等物の期末残
高 10,621,337

補足情報:

受取利息 3,195
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受取配当 1,017,606

*この金額は償還可能な受益証券保有者に対して再投資された収益分配金3,870,439英ポンド控除後の金額であ

る。収益分配金は注記3（ｊ）および注記8に記載の通り支払われた。

財務諸表に対する注記を参照してください。

財務諸表への注記
2014年9月30日

1. 概説

ダイワUKハイ・ディビデンド・エクイティ・ファンド（適格機関投資家等専用）（以下「シリーズ・トラスト」という）は、クレ

ディ・スイス・ユニバーサル・トラスト（ケイマン）Ⅲ（以下「マスター・トラスト」という）に係る2013年12月2日付基本信託

約款およびこれに基づく2014年4月30日付付属信託約款（以下「付属信託約款」という。以下、合わせて「信託約

款」という）に即して、設立、設定された。登記上の本店所在地は、89 Nexus Way, Camana Bay, Grand Cayman

KY1-9007, Cayman Islandsである。

シリーズ・トラストは、2014年6月2日に営業を開始し、資産成長クラス受益証券とツインαクラス受益証券をそれぞれ

発行した。

シリーズ・トラストは、英国の証券取引所に上場または重複上場する有価証券（以下「有価証券」「英国の有価証券」

「投資対象証券」などという）からなる流動性のあるポートフォリオとして運用することにより、中長期の値上がり益と安

定した収益分配を受益者にもたらすことを目的としている。

ただし、ツインαクラス受益証券については、ポートフォリオの収益力を強化するため、オプション取引戦略を実行

する。オプション取引戦略には、(a)代表的な英国株価指数に連動するヨーロピアンタイプのコールオプションを売り

建てるもの（以下「株式オプション・オーバーレイ」という）と、(b)日本円に対する英ポンドの為替レートに連動する

ヨーロピアンタイプのコールオプションを売り建てるもの（以下「為替オプション・オーバーレイ」という）の2つ（以下、
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合わせて「オーバーレイ」という）がある。オーバーレイ戦略は、クレディ・スイス・インターナショナル（以下「スワップ

取引の相手方当事者」という）を相手方とするスワップ取引（以下「スワップ取引」という）を行うことにより、実行する。

株式オプション・オーバーレイ: ツインαクラス受益証券に帰属する取引として、株式カバードコールオプションの売

り建てを、オークション方式で行う。少なくとも3社以上の市場参加者に気配を提示させる。株式オプション・オー

バーレイは、英国の株価指数に連動する株式カバードコールオプションを、定期的に売り建てるものである。オプ

ションの行使期間は約1ヵ月で、権利行使日における英国の株価指数に対する行使比率は、通常、100％である。

売り建てる株式カバードコールオプションの想定元本の、ツインαクラス受益証券に帰属する純資産に対する比率

は、通常、50％（株式カバー比率）である。

為替オプション・オーバーレイ: ツインαクラス受益証券に帰属する取引として、為替カバードコールオプションの売

り建てを、オークション方式で行う。少なくとも3社以上の市場参加者に気配を提示させる。為替オプション・オー

バーレイは、日本円に対する英ポンドの為替レートに連動する為替カバードコールオプションを、定期的に売り建て

るものである。オプションの行使期間は約1ヵ月で、権利行使日における英ポンドに対する行使比率は、通常、

100％である。売り建てる為替カバードコールオプションの想定元本の、ツインαクラス受益証券に帰属する純資産

に対する比率は、通常、50％（為替カバー比率）である。

株式オプション・オーバーレイは、受益者のために、運用効率を改善することを目的として行う。ちなみに、英国の

株価指数に連動する株式カバードコールオプションを売り建てることから、受益者は、投資対象証券の値下がりのリ

スクにさらされることになる。ただし、逆に投資対象証券が値上がりする場合に、生じる利益の額は、売り建てた株式

カバードコールオプションの行使価格に基づく額を超えることはない。従って、英国の株価指数が上昇する場合に

は、ツインαクラス受益証券の運用成績は、資産成長クラス受益証券の運用成績または英国の有価証券に直接、

投資した場合の投資収益に劣後することになる。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き）

1. 概説（続き）

為替オプション・オーバーレイは、ツインαクラス受益証券の受益者のために、運用効率を改善することを目的とし

て行う。ちなみに、日本円に対する英ポンドの為替レートに連動する為替カバードコールオプションを売り建てること

から、受益者は、日本円に対する英ポンドの為替レートの値下がりのリスクにさらされることになる。ただし、逆に日
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本円に対する英ポンドの為替レートが値上がりする場合に、生じる利益の額は、売り建てた為替カバードコールオ

プションの行使価格に基づく額を超えることはない。従って、英ポンドが日本円に対して値上がりする場合には、ツ

インαクラス受益証券の運用成績は、資産成長クラス受益証券の運用成績または英国の有価証券に直接、投資し

た場合の投資収益に劣後することになる。

シリーズ・トラストが必ず利益を計上できる保証はない。シリーズ・トラストが利益を計上できなかった場合には、受益

者に帰属する値上がり益や配当収入も生じず、受益証券の買取請求を行う場合の買戻し価格は、当初の取得価

格に満たないことがある。さらに、シリーズ・トラストは、ポートフォリオ全体に分散投資効果をもたらさないことがある。

オーバーレイは、英国の有価証券について行う場合、およびツインαクラス受益証券の運用で行う場合には、毎

月、一定額の利息収入をもたらすものと予想される。係る利息収入は、これが発生した日に、該当する受益証券の

所有者に対して分配される。

以下のそれぞれについて、半年ごとまたは毎月、利息収入が発生するものとして計算する。

(a)  投資対象証券の発行者が支払う配当金（源泉徴収税が課せられる場合にはこれを控除した額）

(b)  上記(a)の配当金に係る未収利息。事務代行会社が受領し、収益分配を行う日までの期間について計算する

（資産成長クラス受益証券について、上記(a)と(b)を合わせて、以下「計算上の利息」という）。

(c)  ツインαクラス受益証券について、株式オプション・オーバーレイに係るプレミアム代金。なお、売り建てる株式

カバードコールオプションの想定元本の額は、ツインαクラス受益証券に帰属する純資産額の半分に相当す

る額となる。

(d)  ツインαクラス受益証券について、為替オプション・オーバーレイに係るプレミアム代金。なお、売り建てる為替

カバードコールオプションの想定元本の額は、ツインαクラス受益証券に帰属する純資産額の半分に相当す

る額となる（ツインαクラス受益証券について、上記(a)ないし(d)を合わせて、以下「計算上の利息」という）。

(e)  それぞれの受益証券に帰属する投資元本

財務諸表への注記
2014年9月30日
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（続き）

1. 概説（続き）

財務アドバイザーであるクレディ・スイス・インターナショナルは、副投資運用会社である大和証券投資信託委託株

式会社に対し、シリーズ・トラストの資産のうち英国の有価証券に係る部分について、一任運用を行う権限を付与し

ている。

シリーズ・トラストの資産は、以下の金融商品による運用を行う。

(a)  英国の上場株式

(b)  英国の上場不動産投資信託

(c)  英国の上場株式を投資対象とするファンドであって、取引所に上場されているもの

(d)  ロンドン証券取引所に上場されている英国の有価証券または指数に係る先物取引

(e)  現金および短期金融商品（コマーシャルペーパー、預金証書、英国債を含むがこれらに限定されない）

副投資運用会社は、通常、以下の指針に即して、シリーズ・トラストの資産を英国の有価証券で運用する。

-  英国の証券取引所に上場する有価証券の中から、時価総額および流動性を勘案して、投資ユニバースを選

定する。

-  投資ユニバースの中から、期待配当利回り、利益成長、財務内容などを分析して、候補銘柄を選定する。

-  候補銘柄の中から、業種分散、発行体の分散、株式価値などを勘案して、投資対象銘柄を選定する。

-  投資対象銘柄での運用を行うに際しては、副投資助言会社であるダイワ・アセット・マネジメント（ヨーロッパ）リ

ミテッドの助言を受ける。

-  投資対象証券は、原則として、英ポンド建てのものとし、円ヘッジ取引を行わずに為替リスクを取る。

-  余資運用を行い、または投資対象証券への投資比率を調整するため、その投資判断に則して、上場デリバ

ティブ商品（先物取引など）を利用することができる。

受託会社は、シリーズ・トラストの受託会社として、スワップ取引の相手方当事者との間で、ツインαクラス受益証券

に帰属する取引として、オーバーレイの投資成果に連動するスワップ取引を行う。スワップ取引を行った日は、2014

年5月30日である。スワップ取引は、英ポンド建ての取引である。（スワップ取引の契約期間は、スワップ取引の相手

方当事者の判断で、延長されることがある。）
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財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き）

1. 概説（続き）

シリーズ・トラストは、募集要項の規定に基づいて繰上償還されない限り、最終買戻日まで存続する。最終買戻日と

は、2159年6月11日または強制償還を行うこととなった日の翌営業日のいずれか早い日である。強制償還は、以下

のいずれかの場合に行う。

1.  基準価額計算日における純資産額が5億円以下となる場合。運用会社は、同日または同日以降に、全ての受

益者に通知して、受益証券を全て強制的に買い取る旨を決定する。

2.  受託会社と運用会社が、受益証券を全て強制的に買い取ること、または理由の如何を問わず行使期間の末日

を待たずにスワップ取引を繰り上げて解消することで合意する場合（前者には、スワップ取引の行使期間の末

日に受益証券を全て強制的に買い取ることを含むがこれに限定されない。）

強制償還が行われることとなる場合には、受益証券は、全て、最終買戻日に、受益証券の種類ごとに定める最終買

戻価額で、買い戻される。受益証券1口あたりの最終買戻価額は、最終買戻日（基準価額計算日でない場合は、そ

の直前の基準価額計算日）の受益証券1口あたりの純資産価額とする。

シリーズ・トラストの資産の運用は、ケイマン諸島の会社法（その改正法を含む）に基づいて設立された法人であるク

レディ・スイス・マネジメント（ケイマン）リミテッドが運用会社となって行う。クレディ・スイス・インターナショナルは、財

務アドバイザーおよび基準価額計算人として、シリーズ・トラストのために、財務アドバイザリー業務および基準価額

計算業務を行う。また、報酬代行会社として、受託会社報酬、副事務代行会社手数料、資産管理手数料、販売手

数料、監査報酬、および通常の運用を行う過程で生じるその他の費用など、シリーズ・トラストの日々の営業に係る

手数料および経費の支払いを行う。

財務アドバイザーは、無報酬とする。その他のサービス提供事業者は、全て、シリーズ・トラストの資産から支払われ

る手数料を受け取る（注記9参照）。
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運用会社は、クレディ・スイス証券株式会社を、日本において受益証券の販売を行う販売金融機関としている。

大和証券投資信託委託株式会社とダイワ・アセット・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッドは、それぞれ副投資運用会

社および副投資助言会社である。

シリーズ・トラストの受託会社は、イリアン・トラスティー（ケイマン）リミテッドである。管理会社は、SMTファンド・サービ

シズ（アイルランド）リミテッドである。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き）

2. 財務諸表作成の基礎

シリーズ・トラストの重要な会計方針は、以下のとおりである。

(a) 作成の基礎

財務諸表は、国際会計基準（IFRS）に基づいて作成された。

(b) 測定の基礎

作成する財務諸表には、取引目的で保有する金融資産および金融負債のうち損益を通じて公正価値を評価する

ものについて、その公正価値を記載する。その他の金融資産および金融負債は、償却原価で測定する。償還可能

な受益証券は、償還価額をもって記載する。

(c) 機能通貨および表示通貨

財務諸表が用いる機能通貨および表示通貨は、いずれも英ポンドとし、ケイマン諸島の現地通貨としない。シリー

ズ・トラストの受益証券は、日本円建てで設定され、償還されるが、シリーズ・トラストの運用は、主として英ポンド建て

で行う。

(d) 判断および見積もりの利用

国際会計基準に即して財務諸表を作成する際には、重要な会計上の見積もりを利用することが求められる。また、

受託会社には、会計方針の選択、および財務諸表に記載する資産および負債、収入および支出ならびに計算期
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間の末日時点の偶発負債の価額に影響を及ぼす判断を下させ、また、見積もりおよび仮定を行わせる必要があ

る。見積もりと仮定は、過去の経験則およびその他の事項に基づいて計算する。これには、その状況下で合理的に

予想される将来の見込みが含まれる。実際の結果は、見積もりと異なることがある。

見積もりとその前提となる仮定は、常に見直される。会計上の見積もりの変更は、その期間のみに影響を及ぼす場

合には、見直しが行われた期間中に、その期間だけでなく将来にも影響を及ぼす場合には、見直しが行われた期

間中および将来の期間中に、それぞれ認識する。

財務諸表に記載する価額に大きな影響を及ぼす会計方針の選択に係る見積もりの不確実性および重要な判断の

うち、重要な分野におけるものに関する情報については、注記4および注記5を参照されたい。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き）

2. 財務諸表作成の基礎（続き）

(e) 公表された新しい会計基準、改訂、解釈指針のうち、2014年6月2日から始まる計算期間には効力を生じていな

いもので早期適用していないもの

IFRS第9号「金融商品」（2013年版）、IFRS第9号「金融商品」（2010年版）、IFRS第9号「金融商品」（2009年版）（以

下合わせて「IFRS第9号」という）

IFRS第9号（2009年版）は、金融商品の分類および測定ならびに金融商品に関する現行のIAS第39号が規定する

要件からの重要な変更点などを規定している。この会計基準は、金融資産の測定方法として、償却原価によるもの

と公正価値によるものの2つを設けている。金融資産は、契約上生ずるキャッシュ・フローであって、元本および残存

元本に係る利息の支払いだけが、予め定められた日に生じるものを獲得するための資産の保有という事業目的に

即して保有する場合には、償却原価を用いて測定する。その他の金融資産は、全て、公正価値を用いて測定す

る。新しい会計基準により、現行のIAS第39号の規定する満期保有投資、売却可能金融資産、貸付金および債権と

いう分類は廃止される。売却以外の目的で取得した資本性金融商品については、最初の認識の際に、銘柄ごと

に、公正価値の変動をその他の包括利益に含めて表示するという取消不能の選択を行うことができる。その他の包

括利益とした価額は、利益または損失として計上し直すことはできない。

EDINET提出書類

大和証券投資信託委託株式会社(E06748)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 32/116



しかしながら、係る金融商品から生じる配当金は、元本の一部の払い戻しでない限り、その他の包括利益としてで

はなく、利益または損失として計上する。資本性金融商品のうち、その公正価値の変動をその他の包括利益として

認識しないことを選択したものは、その公正価値の変動を利益または損失として認識する。

この会計基準は、主契約が会計基準に即して金融資産であるような組込デリバティブを区分処理しない旨、および

混合金融商品は、その全体について、償却原価または公正価値のうち適切なものを用いる方法により評価する旨

を規定している。

IFRS第9号（2010年版）は、金融負債の信用リスクを原因として生じる公正価値の変動を、利益または損失としてで

はなく、その他の包括利益の変動として認識するための公正価値オプションが選択できる金融負債の要件を規定

している。IFRS第9号（2010年版）には、上述した公正価値の変動を除くと、金融負債の分類と測定に関する解釈指

針について、IAS第39号から大きな改訂は行われていない。

IFRS第9号（2013年版）は、ヘッジ会計をリスク管理とより密接に一致させるための新しい要件を規定している。

IFRS第9号の強制発効日は、2018年1月1日である。IFRS第9号の早期適用も許されているが、シリーズ・トラストでは

選択していない。

シリーズ・トラストでは現在、係る会計基準を選択した場合の影響の評価手続きを実施している。なお、シリーズ・トラ

ストの金融資産の多くは、損益を通じて公正価値を評価するものに分類されるため、この会計基準が財務諸表に大

きな影響を及ぼすことはないと考えている。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き）

3. 重要な会計方針

シリーズ・トラストは、重要な会計方針として、以下のものを選択している。

(a) 金融資産および金融負債
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(i) 分類

シリーズ・トラストは、その投資有価証券を、損益を通じて評価する金融資産と、その行う先物取引およびスワップ取

引は、損益を通じて認識する金融負債と、それぞれ分類している。これらの取得または取引の実行は、主に、短期

の価格変動による利益を獲得することを目的として行われる。

金融資産のうち貸付金および債権に分類されるものは、現金および現金同等物ならびにその他の未収金などで構

成される。貸付金および債権とは、デリバティブ取引でない金融資産であって、固定され、または取引市場の相場

価格でない形で決定される額の支払いを受けられるものである。

金融負債は、損益を通じて公正価値で評価するものを除き、実効金利法により、償却原価で測定する。金融負債

は、約定未払金、未払償還金およびその他の未払金から構成される。

(ii) 認識

シリーズ・トラストは、金融商品取引契約の当事者となった日に、これに係る金融資産および金融負債を認識する。

金融資産を定期的に買い付ける場合には、取引を行った日に計上する。係る日以降に金融資産または金融負債

の公正価値の変動により生じた利益または損失は、包括利益計算書に記載する。金融商品の処分により生じる実

現損益は、先入先出法を用いて計算する。

(iii) 公正価値の測定と見積もり

損益を通じて公正価値で評価する金融資産と金融負債は、原則として、包括利益計算書に記載する取得費用と共

に、公正価値で測定する。損益を通じて公正価値で評価しない金融資産と金融負債は、原則として、その取得また

は発行に直接要した費用と合わせた価額について、公正価値で測定する。

金融資産と金融負債のうち損益を通じて公正価値で分類するものは、全て、これを認識した後、包括利益計算書

に記載した公正価値の変動を公正価値で測定する。

損益を通じて公正価値で評価しない金融資産と金融負債は、実効金利法を用いて償却原価で測定し、評価損が

生じていればこれを控除する。この方法により、これらの金融商品について、短期的または直近の公正価値を概算

できると判断している。

公正価値とは、測定日の時点で、善意の第三者がアームズレングスルールに基づいて行う公知の取引により、資

産であれば交換し、負債であれば履行し得る価額である。
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財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き）

3. 重要な会計方針（続き）

(a) 金融資産および金融負債（続き）

(iii) 公正価値の測定と見積もり（続き）

シリーズ・トラストが所有する金融商品は、入手可能である場合には、これが活発に取引される金融商品市場にお

ける相場価格を用いて測定する。金融商品市場で活発に取引される金融資産および金融負債の公正価値は、計

算期間の末日の終わりの時点の相場価格を用いて計算する。シリーズ・トラストは、2014年6月2日から、IFRS第13

号「公正価値測定」を選択し、金融資産と金融負債のそれぞれについて、直近の市場価格を用いてその公正価値

を測定した。金融商品その他の資産であって、市場価格を入手することが必ずしも容易でないものは、受託会社が

運用会社の助言を得て定める手続きに即して、誠意をもって決定する公正価値で評価する。

金融商品市場は、相場価格が容易にかつ定期的に入手できて、アームレングスルールに照らして実際かつ通常の

市場取引において形成されるなら、活発な取引が行われているとみなす。活発に取引される市場とは、資産または

負債の取引の頻度および取引高が十分に大きく、連続した価格情報を得ることができるような市場をいう。

シリーズ・トラストは、金融商品市場において活発な取引が行われていない場合には、評価技法を用いて公正価値

を計算する。評価技法とは、善意の第三者がアームズレングスルールに基づいて行う公知の取引の結果が入手可

能であるならそれを含め、実質的に同一であるその他の金融商品の直近の公正価値およびその他の価格モデル

を参照するものである。選択した評価技法は、市況情報を最大限に活用し、シリーズ・トラストに固有の見積もりには

できる限り依拠しない。市場参加者が市場価格の根拠としている全ての事項を考慮するものであり、金融商品の価

格の決定方法として受け入れられている経済的な方法から構成される。評価技法が活用する市況情報には、対象

となる金融商品に係る市場の期待とリスク・リターン分析の結果が相応に反映されている。シリーズ・トラストでは、評

価技法の調整を行うとともに、同一の金融商品に係る公知の市場取引における価格情報を用いて、または公知の

市況情報に基づいて、その有効性の検証を行っている。

先物取引: 先物取引とは、特定の金融商品、コモディティ、有価証券について、一方の契約当事者が売り建てを行

い、他方の契約当事者が買い建てを行う価格および期日を合意するものである。建て玉のある先物取引の価額の
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変動は、財政状態計算書の作成日に値洗いして計算される未実現の損益として認識する。先物取引に係る未実

現の損益の変動および実現損益は、包括利益計算書に記載する。

スワップ取引: 一般的にスワップ取引には、契約当事者の合意のうち、予め価額を定めた対象資産またはその想定

元本に係る価額または利率の特定の期間に生じる変動を参照して計算する価額を交換することを約したものを表

示する。資金の支払いは、通常、契約当事者間で相殺され、授受すべき価額について差金決済が行われる。その

ためスワップ取引の決済のために必要となる価額は、記載される価額より大きくなり、または小さくなる。スワップ取

引に係る最終的な損益は、対象となる金融商品の行使期日における行使価格により定まり、包括利益計算書に記

載する。スワップ取引は、公正価値を用いて記載する。この場合の公正価値は、スワップ取引戦略の投資成果を参

照して決定される。注記1および募集要項を参照されたい。スワップ取引の価額は、FTSE100種総合株価指数また

は英ポンドと日本円の為替レートを公正価値として計算する。ただし、ツインαクラス受益証券の受益証券1口あた

りの基準価額は、直近のスワップ取引戦略の再構築日において、係る戦略に基づいて売り建てたコールオプション

の想定元本の価額を公正価値として計算する。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き）

3. 重要な会計方針（続き）

(a) 金融資産および金融負債（続き）

(iii) 公正価値の測定と見積もり（続き）

投資有価証券のうち上場しているもの: その公正価値は、財政状態計算書の作成日の、知られる証券取引所にお

ける相場価格、または上場有価証券でない場合には、信頼できる証券会社または取引先から入手できるものに基

づくものとし、将来の売却費用は控除しない。

有価証券の売付けにより生じる実現損益は、先入先出法を用いて計算する。未実現の損益には、保有する金融商

品の計算期間の期首の価額または新たに取得した場合はその取得価額と、計算期間の期末の価額の差額を表示

する。投資有価証券の実現損益および未実現の損益は、包括利益計算書に記載する。
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(iv) 認識の中止

シリーズ・トラストは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効される場合、または金融

資産そのものが移転され、係る移転がIAS第39号に即して認識の中止に係る要件を満たす場合には、金融資産の

認識を中止する。同じくシリーズ・トラストは、契約において特定される債務が免責され、取り消され、または失効さ

れる場合には、金融負債の認識を中止する。

(v) 金融商品取引の相殺

金融資産と金融負債は、認識した価額を相殺するための強制力のある法的根拠があって、差額決済を行う予定、

または金融資産の売却と金融負債の履行を同時に行う予定がある場合に限って相殺し、財政状態計算書には純

額だけを記載する。金融資産と金融負債は、財政状態計算書には、相殺せずに記載する。

シリーズ・トラストは、2014年9月30日現在、スワップ取引の相手方当事者とだけ、相殺に関する包括的な合意を

行っている。

(b) 現金および現金同等物

現金および現金同等物とは、プライムブローカーであるJPモルガン・セキュリティーズ・ピーエルシーまたは副資産

保管会社であるブラウン・ブラザーズ・ハリマン・アンド・カンパニーが保管する現金等であって、満期が3ヵ月以下で

あるものをいう。

(c) 外国為替取引

有価証券およびその他の資産ならびに負債のうち外国通貨建てのものは、評価日時点の英ポンド相当額を記載す

る。外国通貨建てで行われる投資有価証券の取得および売却、償還可能な受益証券の発行および償還、ならび

に外国通貨建ての収益と費用は、取引が行われた日の時点の英ポンド相当額を記載する。

記載すべき実現為替損益のうち、外国通貨建てのその他の取引について為替レートの変動を原因として生じたも

のは、包括損益計算書の外国為替取引に係る純損益の項に記載する。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き）

3. 重要な会計方針（続き）

EDINET提出書類

大和証券投資信託委託株式会社(E06748)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 37/116



(d) 投資収益

配当収益は、権利落ち日ベースで、還付請求できない源泉徴収税額を含めた全額を記載する。利息収益の額は、

実効金利法を用いて計算する。

(e) 費用

費用は、発生主義で計算し、包括利益計算書に記載する。

(f) 課税上の取扱い

ケイマン諸島の現行法の下では、シリーズ・トラストは、所得税、資産税、法人税、キャピタルゲイン税その他の税金

を負担することはない。シリーズ・トラストは、2011年改正信託法第81条に則して、2010年2月16日から50年間、これ

らの税金に課すべきものがあっても、これを課されない旨の確約書をケイマン諸島の総督から取得している。このた

め、財務諸表には、税金に関する科目を記載していない。シリーズ・トラストは、その利息収益、配当収益および

キャピタルゲインについて、外国の源泉徴収税を課されることがある。

シリーズ・トラストは、現在、一部の国において、配当収益およびキャピタルゲインに源泉徴収税を課されている。係

る配当収益およびキャピタルゲインは、源泉徴収税額を含めた全額を包括利益計算書に記載する。源泉徴収税額

は、包括利益計算書では、別の科目として表示する。シリーズ・トラストは、2014年9月30日に終わる計算期間に、配

当収益に係る源泉徴収税を129,032英ポンドだけ支払った。

シリーズ・トラストは、ケイマン諸島以外の国・地域に所在する事業体が発行する有価証券に投資を行っている。こ

れらの国・地域の多くは、キャピタルゲイン税を非居住者にも課す内容の税法を定めており、シリーズ・トラストはそこ

でいう非居住者に該当する。キャピタルゲイン税の税額は、確定申告を待って決定されるものであるため、シリー

ズ・トラストが用いる証券会社が、相当額を源泉徴収することはない。

シリーズ・トラストは、IAS第12号「所得税」に則して、外国において生じたキャピタルゲインが原因となって外国の税

法に基づく納税義務が生じる可能性が出た時点で、同地の税務当局は事実と経緯の一切を知り得るという前提

で、納税義務を認識しなければならない。その際の納税予定額は、同地の税務当局に納付すると見込まれる額で

測定する。同地の税法および既に適用されている税率または計算期間の末日までに適用される税率を計算に用い

る。シリーズ・トラストが外国で行った投資に現行税法が適用されるかどうか明確でないことがある。この場合、シリー

ズ・トラストに最終的に納税義務が生じるかどうか、必ずしも明確でない。そのため、経営者は、明確ではない納税

義務を測定する場合には、関連する事実と経緯のうち納付額に影響を及ぼす可能性があるもの全てを勘案する。

これには、公式であると非公式であるとを問わない税務当局の慣行も含まれる。
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2014年9月30日現在、受託会社は、シリーズ・トラストの財務諸表について、認識されていない税制上の優遇措置を

記載する義務がないことを確認している。この確認は、受託会社による最善の見込みを示したものであり、外国の税

務当局が、シリーズ・トラストが獲得したキャピタルゲインに税金を課すリスクは存在する。こうした課税は、事前の警

告なしに、おそらく遡る形で、行われることがある。その場合には、シリーズ・トラストに損失が生じることになる。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

3. 重要な会計方針（続き）

(g) 償還可能な受益証券

受託会社は、基本信託約款および付属信託約款の規定に即して、受益者のために、シリーズ・トラストの資産を所

有する。シリーズ・トラストは、その発行する金融商品を、発行条件の内容に即して、金融負債または資本性金融商

品に分類する。シリーズ・トラストは、資産成長クラス受益証券とツインαクラス受益証券と、2種類の受益証券をそれ

ぞれ発行している。これらの償還可能な受益証券は、償還日におけるシリーズ・トラストの純資産に対する持ち分に

相当する価額の現金の支払いを求める場合およびシリーズ・トラストが清算されることとなる場合には、償還請求を

行う権利を付与する。

発行者が現金その他の金融資産をもって買い戻しまたは償還を行う契約上の義務を負うような買取請求権付きの

金融商品のうち、以下の条件を満たすものは、資本性金融商品に分類する。

・  シリーズ・トラストが清算されることとなる場合に、その所有者に対し、シリーズ・トラストの純資産を持ち分に応じて

共有する権利を付与するもの。

・  金融商品の資産クラスの1つであって、他の資産クラスの全てに劣後するもの。

・  他の資産クラスの全てに劣後する資産クラスの金融商品として、その全てが同一の性質を備えていること。

・  発行者であるシリーズ・トラストが現金その他の金融資産をもって買い戻しまたは償還を行う契約上の義務を負う

ほか、負債に分類されるべきその他の金融商品としての性質を一切備えていないこと。
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・  生じると見込まれるキャッシュ・フローの総額のうち、金融商品に起因してその存続期間を通じて生じるものの額

は、主として、その間に生じる損益、認識した純資産の価額の変動、または認識したと否を問わないシリーズ・ト

ラストの純資産の価額の変動から計算すること。

シリーズ・トラストは、その各資産クラスが同一の性質を備えていないため、上記の条件は満たさず、その償還可能

な受益証券は、金融負債に分類されている。

償還可能な受益証券は、いつでも、シリーズ・トラストの純資産に対する持分に相当する額の現金と引き換えに、償

還することができる。償却可能な受益証券は、財政状態計算書の作成日に、受益者がシリーズ・トラストに対し償還

請求権を行使した場合に代わりに受け取る償還価額で記載する。

償還可能な受益証券は、発行または償還の時点のシリーズ・トラストの受益証券1口あたり純資産価額に基づいて、

発行され、償還される。シリーズ・トラストの受益証券1口あたり純資産価額は、受益証券の資産クラスごとに、受益

者に帰属する純資産の価額を、発行済み受益証券の数で除して求める。詳細について注記8を参照されたい。

(h) 約定未収金および約定未払金

約定未収金および約定未払金には、売却または取得した投資有価証券のうち、財政状態計算書の作成日の時点

で受け渡しを終えていないものを表示する。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

3. 重要な会計方針（続き）

(i) 未払償還金

未払償還金には、償還された受益証券に係る償還代金のうち、財政状態計算書の作成日の時点で受け渡しを終

えていないものを表示する。

(j) 収益分配金

シリーズ・トラストは現在、受益証券の資産クラスごとに、受益者に対する毎月分配を行う方針を採用している。収益

分配金は、源泉徴収税額および収益分配に際して負担すべきその他の価額を控除して支払う。ただし、収益分配
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の実施を宣言しても、受益者に対する現実の収益分配を行わずに、同一の資産クラスの受益証券への再投資に充

てることとする。

財務アドバイザーであるクレディ・スイス・インターナショナルは、その判断に基づいて、収益分配日ごとに、収益分

配金の額を決定する。決定に際しては、資産クラスごとに、受益証券1口あたりのキャピタルゲインの額その他の事

項を勘案する。財務アドバイザーは、必要であると判断する場合には、特定の資産クラスの受益証券について、特

定の月の収益分配を行わないことができる。財務アドバイザーが係る選択を行う場合には、特定の資産クラスの受

益証券の前月の運用成績がマイナスである場合、または係る選択を行うことが妥当であると判断できる程度に劣後

する場合に、その判断に基づいて選択することが含まれるが、これに限定されない。

2014年9月30日に終了する計算期間に宣言され、再投資された収益分配金は、以下のとおりである。

（単位：英ポンド）

資産成長クラス受益証券

ツインαクラス受益証券 3,870,439

（合計） 3,870,439

(k) 免責

受託会社と運用会社は、シリーズ・トラストのために、幾つかの契約の当事者となるが、係る契約には様々な免責条

項が設けられている。そのため、これらの契約に基づくシリーズ・トラストの責任の範囲を明らかにすることができな

い。しかしながら、シリーズ・トラストがこれまでに係る契約に基づく損害賠償請求を受けたことはなく、将来もその可

能性は極めて少ないと考えられる。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

4. 公正価値の測定

シリーズ・トラストは、公正価値の測定結果を、測定に用いるデータの有意性に応じた公正価値の階

層ごとに分けている。公正価値の階層は、以下のとおりに分かれる。
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・  対象となる資産または負債の、活発に取引される市場における相場価格（修正前）（レベル1）

・  対象となる資産または負債の観測できる価格（レベル1に掲げる相場価格を除く）であって、価格そのものをデー

タとするもの、または価格から計算される値をデータとするもの（レベル2）

・  対象となる資産または負債に関するデータで、観測できる価格に基づかないもの（例：観測できないデータ）（レ

ベル3）

公正価値の測定に用いた有意なデータのうち、最下位の階層に分類されるものに基づいて、全体の公正価値の測

定結果をいずれの階層に分類するかを決定する。そのため、個々のデータの有意性が、全体の公正価値の測定

結果に影響を及ぼすことになる。公正価値の測定結果が観測できる価格をデータとしていても、その価格が観測で

きないデータに基づく有意な修正を要するものであるなら、係る測定結果はレベル3に分類されることになる。特定

のデータが全体の公正価値の測定結果に有意な影響を及ぼすかどうか、対象となる資産または負債に固有の事

項を勘案しながら判断する。

何をもって「観測できる」とするのか、シリーズ・トラストの判断を要する。シリーズ・トラストは、市場価格のうち、入手

することが容易で、定期的に配信または更新され、信頼できて検証可能であり、自社の財産でなく、対象となる市場

に積極的に関与している第三者が提供するものをもって、観測できるデータとしている。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

4. 公正価値の測定（続き）

公正価値で測定する金融商品

下の表およびその説明は、2014年9月30日現在の公正価値を測定する金融商品について、その公正価値の測定

結果がどの公正価値の階層に分類されるのかを分析するものである。

（損益を通じて公正価値で評価する金融資産、2014年9月30日現在）

（単位：英ポンド）
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レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計

投資有価証券 96,213,714 - - 96,213,714

（合計） 96,213,714 - - 96,213,714

（損益を通じて公正価値で評価する金融負債、2014年9月30日現在）

（単位：英ポンド）

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計

先物取引 128,640 - - 128,640

スワップ取引 - 897,885 - 897,885

（合計） 128,640 897,885 - 1,026,525

スワップ取引は、注記3(a)で説明する会計方針に即して、評価する。観測できる市場データに基づいてスワップ取

引の公正価値を測定するため、十分な情報を入手することができる。しかしながら、推定した価額が、近い将来に

おいて最終的に実現するだろう価額と著しく相違し、その相違が重要な意味を持つ可能性は存在する。

2014年6月2日（営業を開始した日）から2014年9月30日までの間に、3つの階層の間で分類先を変更したものはな

い。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

4. 公正価値の測定（続き）

公正価値で測定する金融商品（続き）
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損益を通じて公正価値で測定しない金融商品とは、簿価をもって公正価額とみなす短期金融資産および短期金

融負債である。下の表は、公正価値を測定しない金融商品の公正価値を列挙したものであり、それがどの公正価

値の階層に分類されるのかを分析するものである。

（資産、2014年）

（単位：英ポンド）

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計

現金および現金同等物 10,621,337 - - 10,621,337

その他の未収金 - 279,420 - 279,420

（合計） 10,621,337 279,420 - 10,900,757

（負債、2014年）

（単位：英ポンド）

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計

約定未払金 - 198,302 - 198,302

未払償還金 - 1,014,119 - 1,014,119

その他の未払金 - 95,904 - 95,904

（合計） - 1,308,325 - 1,308,325

5. 金融リスクの管理

シリーズ・トラストの投資有価証券は、ロンドン証券取引所に上場する有価証券、先物取引およびスワップ取引から

構成される。シリーズ・トラストが行う投資は、金融商品およびその投資対象となる市場に関連する様々なリスクを伴

う。シリーズ・トラストが負担する金融リスクのうち最も重要なものは、市場リスク、信用リスクおよび流動性リスクであ

る。財政状態計算書の作成日の金融商品の残高の性質と範囲、およびシリーズ・トラストが採用するリスク管理方針

を以下に説明する。
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(a) 市場リスク

市場リスクとは、損失および利益が生じる可能性を具体的に計算するものであり、価格リスク、金利リスク、為替リスク

などがある。

投資リスクの管理に係るシリーズ・トラストの戦略は、投資対象ごとに定められている。シリーズ・トラストは、2つの資

産クラスに係る受益証券を発行して得た資金の全てを株式に投資することにより、さらにツインαクラス受益証券の

場合はスワップ取引も行うことにより、受益者に対して投資対象への投資機会を提供することを目的としている。運

用会社は、定期的にその取締役会を開催して、財務アドバイザーの運用管理および法令等遵守の状況を報告して

いる。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

5. 金融リスクの管理（続き）

(a) 市場リスク（続き）

財務アドバイザーは、シリーズ・トラストの投資目的および投資戦略に即して運用管理を行う。その際、シリーズ・トラ

ストの資産がその投資制限に抵触する形で利用され、または投資に用いられることのないように、必要かつ経済合

理性のある手順が取られていることを確認する。財務アドバイザーは、予め策定し、定期的に更新する投資指針に

即して、運用管理を行う。財務アドバイザーは、受託会社に対し、運用管理上の決定、および非常事態が生じた結

果、または非常事態が生じた際に取るべき運用管理上の行為について、助言を行う。

シリーズ・トラストは、市場における価格変動リスクを管理するため、その投資対象証券について、分散投資を行う。

シリーズ・トラストは、主としてボトムアップ式の投資判断に基づいて、事業の成長と収益性が期待できる有価証券を

選別して投資する。

(i) 価格リスク
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価格リスクとは、市場価格の変動にともなって投資対象証券の価額が変動するリスクをいう。市場価格の変動は、投

資戦略の固有の要因による場合もあれば、その市場で取引される全ての金融商品に影響を及ぼすような要因によ

る場合もある。

シリーズ・トラストの投資対象証券である有価証券、先物取引およびスワップ取引は、公正価値で記載し、その変動

を包括利益計算書において認識する。そのため、市況の変動は全て、2つの資産クラスの償還可能な受益証券の

所有者に帰属する純資産の価額に直接の影響を及ぼすことになる。

株式に係る価格リスクは、シリーズ・トラストが様々な業種の有価証券に分散投資するポートフォリオを構築すること

により、低減されている。さらに、価格リスクは、デリバティブ取引である先物取引を行うことにより、ヘッジされる。

2014年9月30日現在の市場価格が1％上昇すれば、償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の価額は、

962,137英ポンド（純資産比0.92％）上昇することになる。市場価格の1％の下落は、同じ金額だけ純資産の価額を

下落させることになる。

下の表は、2014年9月30日現在のシリーズ・トラストの投資対象証券について、集中投資の状況を示したものであ

る。

2014年

（単位：英ポンド）

純資産比率（％）

上場株式（バミューダ分） 0.37

上場株式（チャンネル諸島のジャージー島分） 5.08

上場株式（スペイン分） 0.35

上場株式（英国分） 86.03

先物取引（英国分） (0.12)

スワップ取引（英国分） (0.86)

（合計） 90.85

財務諸表への注記
2014年9月30日
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（続き)

5. 金融リスクの管理（続き）

(a) 市場リスク（続き）

(i) 価格リスク（続き）

副投資運用会社は、先物取引、スワップ取引および株式について、取引先および業種ごとに、集中投資リスクを監

視している。シリーズ・トラストは、以下の業種に対して、集中投資を行っている。

2014年

（単位：英ポンド）

投資対象証券のうち上場株式 純資産比率（％）

銀行業、保険業、金融業 25.02

公益事業 3.29

石油、ガス業、鉱業 24.55

エンジニアリング業、建設業、情報・通信業および 製造業 12.88

食料品、飲料品、小売業 7.05

医薬品 11.08

その他 17.21

先物取引 (0.14)

スワップ取引 (0.94)

（合計） 100.00

先物取引の相手方当事者、スワップ取引の相手方当事者および資産保管会社に対する与信額は、財政状態計算

書の作成日の時点で償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産に対する比率で、それぞれ、△0.12％、△

0.86％、91.82％となっている。
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以下の株式の発行体に対する投資額は、2014年9月30日現在、償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産

に対する比率が5％を超えている。

2014年

（単位：英ポンド）

投資有価証券 純資産比率（％）

BP Plc 5.96

HSBC Holdings Plc 5.44

Royal Dutch Shell A 7.34

（合計） 18.74

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

5. 金融リスクの管理（続き）

(a) 市場リスク（続き）

(ii) 金利リスク

満期が3ヵ月を超えない変動金利商品で運用する現金および現金同等物を除くと、シリーズ・トラストのその他の金

融資産と金融負債の多くは、無利子である。有利子の金融資産は、短期すなわち12ヵ月を超えない期間に満期を

迎え、または取引が更改される。したがって、シリーズ・トラストが市中金利の水準の変動に応じて負担する金利リス

クは、その公正価値に比べて限定されている。

財政状態計算書の作成日の時点の金利が1％上昇すれば、償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の

価額は、2014年9月30日に終わる計算期間について、106,213英ポンド上昇することになる。金利の1％の下落は、

同じ金額だけ純資産の価額を下落させることになる。

上記の百分率の変動は、市中金利の変動に関する合理的な見積もりに基づくものである。
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下の表は、2014年9月30日現在のシリーズ・トラストの金利リスクの負担の状況を示したものである。公正価値で表

示したシリーズ・トラストの資産および負債を、契約の更改日または満期日のいずれか早い方に応じて区分した。

（単位：英ポンド）

2014年 3ヶ月未満 無利息 合計

資産

現金および現金同等物 10,621,337 - 10,621,337

投資有価証券（公正価値ベース） - 96,213,714 96,213,714

その他の未収金 - 279,420 279,420

資産計 10,621,337 96,493,134 107,114,471

負債

スワップ取引（公正価値ベース） - 897,885 897,885

先物取引（公正価値ベース） - 128,640 128,640

約定未払金 - 198,302 198,302

未払償還金 - 1,014,119 1,014,119

その他の未払金 - 95,904 95,904

負債計 - 2,334,850 2,334,850

金利感応度比率計 10,621,337

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

5. 金融リスクの管理（続き）

(a) 市場リスク（続き）
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(iii) 為替リスク

シリーズ・トラストは、機能通貨以外の通貨建ての金融商品に投資し、金融商品取引を行うことがある。その結果、シ

リーズ・トラストは、機能通貨のその他の通貨に対する交換比率の変動が、その資産または負債のうち機能通貨で

ある英ポンドを含む様々な通貨建ての部分の価額にマイナスの影響を及ぼすリスクを負担することになる。

ツインαクラス受益証券については、日本円に対する英ポンドの為替レートに連動する為替カバードコールオプ

ションを売り建てることから、受益者は、日本円に対する英ポンドの為替レートの値下がりのリスクにさらされることに

なる。ただし、逆に日本円に対する英ポンドの為替レートが値上がりする場合に、生じる利益の額は、売り建てた為

替カバードコールオプションの行使価格に基づく額を超えることはない。従って、英ポンドが日本円に対して値上が

りする場合には、ツインαクラス受益証券の運用成績は、資産成長クラス受益証券の運用成績または英国の有価

証券に直接、投資した場合の投資収益に劣後することになる。

下の表は、2014年9月30日現在のシリーズ・トラストの為替リスクの負担の状況を英ポンド建てで示したものである。

（単位：英ポンド）

2014年 日本円 英ポンド 米ドル 総額

資産

現金および現金同等物 1,014,131 9,607,206 - 10,621,337

投資有価証券（公正価値ベース） - 96,213,714 - 96,213,714

その他の未収金 - 279,420 - 279,420

1,014,131 106,100,340 - 107,114,471

負債

スワップ取引（公正価値ベース） - 897,885 - 897,885

先物取引（公正価値ベース） - 128,640 - 128,640

約定未払金 - 198,302 - 198,302

未払償還金 1,014,119 - - 1,014,119

その他の未払金 77,366 5,665 12,873 95,904

償還可能な受益証券の所有者に
帰属する純資産の額 104,779,621 - - 104,779,621
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105,871,106 1,230,492 12,873 107,114,471

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

5. 金融リスクの管理（続き）

(a) 市場リスク（続き）

(iii) 為替リスク（続き）

2014年9月30日現在の金融資産および金融負債に係る為替リスクの純負担額は、△90,227英ポンドである。同じ日

に、償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産に係るその他の変数が変わらないまま、英ポンドだけがその

他の全ての通貨に対して5％値上がりすれば、包括利益計算書に記載した純資産の変動額は、4,511英ポンドだけ

増加することになる。英ポンドの5％の値下がりは、その他の変数が変わらないなら、同じ金額だけ変動額を減少さ

せることになる。

(b) 信用リスク

信用リスクは、シリーズ・トラストが行う金融商品取引の相手方当事者が債務不履行または契約不履行となるリスクを

いう。金融資産の簿価は、2014年9月30日現在の信用リスクの最大額を示すものである。

信用リスクは、予め承認された証券会社および信頼できるその他の金融機関を相手方として取引することにより、軽

減されている。また、シリーズ・トラストの金融資産は、信頼できる取引先金融機関のうち予め承認された者が保管し

ている。上場有価証券に係る取引は、予め承認された証券会社との間で、証券資金同時受渡により決済する。買

付時の資金の支払いは、証券会社が有価証券の引き渡しを受けた後に行う。取引当事者のいずれかが債務不履

行となる場合には、取引は成立しない。シリーズ・トラストは、取引先に対する与信について、集中リスクを計算して

いる。
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シリーズ・トラストが所有する株式は、全て、資産保管会社が保管している。先物取引は、信頼できる取引先である

JPモルガン・セキュリティーズ・ピーエルシーと、スワップ取引は、クレディ・スイス・インターナショナルと、それぞれ

行っている。資産保管会社の破産または倒産は、その保管する投資有価証券ならびに現金および現金同等物に

対するシリーズ・トラストの権利の行使に遅れを生じさせ、または制限することになろう。シリーズ・トラストは、資産保

管会社および先物取引ならびにスワップ取引の相手方当事者について、その信用力、財政状態および格付けを

監視することにより、その負担する信用リスクの状況を監視している。これらの相手方取引当事者の信用格付けを考

慮して、与信の水準を適正な水準に留めることとしている。

金融商品取引の相殺

金融資産と金融負債は、認識した価額を相殺するための強制力のある法的根拠が現にあって、差額決済を行う予

定、または金融資産の売却と金融負債の履行を同時に行う予定がある場合に限って相殺し、財政状態計算書には

純額だけを記載する。

先物取引およびスワップ取引は、全て、それぞれの相手方当事者と行う。その残高は、以下に説明するとおり、財

務諸表には、必要に応じて、総額または純額で表示する。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

5. 金融リスクの管理（続き）

(b) 信用リスク（続き）

金融商品取引の相殺（続き）

下の表は、シリーズ・トラストの金融資産および金融負債のうち、相殺契約、強制力を有する基本ネッティング契約

または類似するその他の契約に付されるものを示したものである。

（デリバティブ取引に係る負債）

（単位：英ポンド）
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デリバティブ負債 認識した負債の総額

認識した相殺額の総
額として財政状態計算

書に記載したもの
財政状態計算書に記

載した負債の純額

スワップ取引 (897,885) - (897,885)

先物取引 (128,640) - (128,640)

（合計） (1,026,525) - (1,026,525)

（デリバティブ取引に係る負債）

（単位：英ポンド）

デリバティブ負債 取引の相手方当事者

財政状態計算
書に記載され
た負債の純額

金融商
品取引

差入証
拠金 純額

スワップ取引

Credit Suisse

International (897,885) - - (897,885)

先物取引

JP Morgan

Securities Plc (128,640) - - (128,640)

(1,026,525) - - (1,026,525)

(c) 流動性リスク

流動性リスクとは、価格変動率が上昇し、財務的に圧迫されるような状況下で、シリーズ・トラストがその保有資産の

規模の調整または再調整を妥当な価格で行うことができなくなる可能性をいう。

シリーズ・トラストは、日々の追加設定および受益証券の解約を前提に設立されているので、常に、受益者の償還

請求について流動性リスクを負担している。

ただし、シリーズ・トラストの投資対象証券は、全て、ロンドン証券取引所に上場されているので、容易に換金するこ

とができると判断される。

運用会社は、シリーズ・トラストの方針に即して、その流動資産の状況を毎日、監視している。償還可能な受益証券

の所有者に帰属する純資産を含むその他の金融負債の契約上の満期は、3ヵ月を超えない。
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財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

5. 金融リスクの管理（続き）

(c) 流動性リスク（続き）

また、償還可能な受益証券は、受益者が希望すれば、直ちに償還される。しかしながら、受託会社は、実際の

キャッシュ・フローがこの開示された契約上の満期のとおりになるとは考えていない。受益証券の所有者は、通常、

これを中長期にわたって所有するからである。

(d) 投資戦略リスク

ツインαクラス受益証券の資産で行う株式オプション・オーバーレイは、コールオプションを、スワップ取引戦略の再

構築日ごとに売り建てるものである。原資産である英国の株価指数に対する行使比率は、通常、100％である。株

式市況が大きく上昇する局面では、原資産である英国の株価指数も上昇する。この場合、ツインαクラス受益証券

の運用成績は、原資産の有価証券に直接、投資した場合の投資収益に劣後することになる。

株式オプション・オーバーレイは、受益者のために、運用効率を改善することを目的として行う。ちなみに、英国の

株価指数に連動する株式カバードコールオプションを売り建てることから、受益者は、投資対象証券の値下がりのリ

スクにさらされることになる。ただし、逆に投資対象証券が値上がりする場合に、生じる利益の額は、売り建てた株式

カバードコールオプションの行使価格に基づく額を超えることはない。従って、英国の株価指数が上昇する場合に

は、ツインαクラス受益証券の運用成績は、資産成長クラス受益証券の運用成績または英国の有価証券に直接、

投資した場合の投資収益に劣後することになる。

ツインαクラス受益証券の資産で行う為替オプション・オーバーレイは、コールオプションを、スワップ取引戦略の再

構築日ごとに売り建てるものである。原資産である日本円に対する英ポンドの為替レートに対する行使比率は、通

常、100％である。英ポンドが大きく上昇する局面では、原資産である日本円に対する英ポンドの為替レートも上昇

する。この場合、ツインαクラス受益証券の運用成績は、資産成長クラス受益証券に投資した場合、または英国の

有価証券に直接、投資した場合の投資収益に劣後することになる。
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為替オプション・オーバーレイは、ツインαクラス受益証券の受益者のために、運用効率を改善することを目的とし

て行う。ちなみに、日本円に対する英ポンドの為替レートに連動する為替カバードコールオプションを売り建てること

から、受益者は、日本円に対する英ポンドの為替レートの値下がりのリスクにさらされることになる。ただし、逆に日

本円に対する英ポンドの為替レートが値上がりする場合に、生じる利益の額は、売り建てた為替カバードコールオ

プションの行使価格に基づく額を超えることはない。従って、英ポンドが日本円に対して値上がりする場合には、ツ

インαクラス受益証券の運用成績は、資産成長クラス受益証券の運用成績または英国の有価証券に直接、投資し

た場合の投資収益に劣後することになる。

シリーズ・トラストが必ず利益を計上できる保証はない。シリーズ・トラストが利益を計上できなかった場合には、受益

者に帰属する値上がり益や配当収入も生じず、受益証券の買取請求を行う場合の買戻し価格は、当初の取得価

格に満たないことがある。さらに、シリーズ・トラストは、ポートフォリオ全体に分散投資効果をもたらさないことがある。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

5. 金融リスクの管理（続き）

(e) スワップ取引

シリーズ・トラストは、予め計画したとおりにスワップ取引を行う。このとき、スワップ取引の価額は、ツインαクラス受

益証券の資産で行うオーバーレイの投資成果に連動する（注記1を参照されたい）。価額の変動は、未実現損益と

して記載する（注記10を参照されたい）。シリーズ・トラストは、行使期間の末日に、相手方当事者から原資産の有価

証券の価額に基づいて計算される現金を受け取り、実現損益として記載する。スワップ取引は、信用リスク、取引先

リスク、金利リスクなど、様々なリスクを伴う。

オーバーレイは、ツインαクラス受益証券の受益者のために、運用効率を改善することを目的として行う。日本円に

対する英ポンドの為替レートに連動する為替カバードコールオプションを売り建てることから、受益者は、日本円に

対する英ポンドの為替レートの値下がりのリスクにさらされることになる。ただし、逆に日本円に対する英ポンドの為

替レートが値上がりする場合に、生じる利益の額は、売り建てた為替カバードコールオプションの行使価格に基づく

額を超えることはない。従って、英ポンドが日本円に対して値上がりする場合には、ツインαクラス受益証券の運用

成績は、FTSE100種総合株式指数に直接、投資した場合の投資収益よりも劣後することになる。
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2014年9月30日現在のスワップ取引評価損益（純資産比△0.86％）

（単位：英ポンド）

対象とする戦略 行使期限
取引の相手方当

事者 想定元本 公正価値 評価損

英国の株価指数および日本円に
対する英ポンドの為替レートに係
るオーバーレイに連動するオプ
ション取引（注記1を参照された
い） （注）

Credit Suisse

International 89,546,750 (897,885) (897,885)

（注）予め計画したとおりに行うスワップ取引の行使期間の末日は、適宜、ロールオーバーを促す通知により指定される。

(f) 先物取引

2014年9月30日現在の先物取引評価損益（純資産比△0.12％）

（単位：英ポンド）

対象資産 行使期限 取引の相手方当事者 数量 公正価値 評価損

FTSE100種総合株価指数（英
国） 2014年12月

JP Morgan

Securities Plc 64 (128,640) (128,640)

(g) リスクの管理

シリーズ・トラストの運用担当者は、リスク管理システムと専門家の支援を得ている。保有資産の全てとその定量リス

ク評価の結果について、定期的に報告を受けている。受益証券の取得を検討する投資家は、リスク管理システム

が、リスクを未然に回避するためのものではなく、運用会社が構築するリスク管理態勢（ストップウィン注文、ストップ

ロス注文、シャープレシオ、ロスリミット注文、バリューアットリスクおよび既知または未知のその他のリスク管理手法な

ど）が必ず初期の目的を達して、多額の損失の発生を回避し、または軽減する保証が何らないことを理解しておく

必要がある。リスク管理システムやリスク管理手法、あるいは価格モデルが、将来の金融商品市場における投資有

価証券の価格形成につながる取引様式または取引の方法を正確に予測するものであるという保証は、何らない。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)
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5. 金融リスクの管理（続き）

(h) 資本リスクの管理

シリーズ・トラストの資本とは、償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産をいう。償還可能な受益証券の所

有者に帰属する純資産の価額は、毎日、大きく変動することがある。シリーズ・トラストが、日々の追加設定および受

益証券の解約を前提に設立されているためである。シリーズ・トラストは、その行う資本の管理について、継続企業と

して、受益者には投資成果を、その他のステークホルダーには取引機会をそれぞれ継続して提供する能力を維持

すること、およびシリーズ・トラストの投資行動の拡大発展の裏付けとなる強固な資本力を維持することを目的として

いる。シリーズ・トラストは、その資本構成を維持し、調整するため、以下の措置を講ずることを方針としている。

・  毎日の追加設定および解約の状況を流動資産の状況と合わせて監視し、シリーズ・トラストが償還可能な受益証

券の所有者に支払う収益分配金の価額を調整すること。

・  シリーズ・トラストの定款の規定に即して、受益証券の解約および追加設定を行うこと。

受託会社と運用会社は、償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産の価額に照らして、資本の状況を監視

している。

(i) 資産保管会社リスク

受託会社または運用会社のいずれも、シリーズ・トラストの投資対象証券の全てについて、資産保管業務を行うこと

はない。資産保管会社、またはその他の銀行あるいは証券会社であって資産保管会社として選定された者は、倒

産することがある。その場合、シリーズ・トラストは、資産保管会社が保管していた現金または有価証券の一部また

は全部を失うことがある。

(j) 免責リスク

受託会社、運用会社、管理会社、資産保管会社およびその他の当事者ならびにその代理人、取締役、執行役、職

員および関係会社は、特定の状況の下で、シリーズ・トラストの財産から損害を補填される権利を有している。これ

により、受益証券1口あたりの純資産価額が減少することがある。

(k) 取引先リスクおよび仲介者リスク

運用会社またはその外部委託先が取引し、またはシリーズ・トラストの取引口座を開設して投資を行う銀行および証

券会社を含む金融機関および取引の相手方当事者は、財政的に困難な状況に陥り、シリーズ・トラストに対する債
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務について、債務不履行となることがある。係る債務不履行により、シリーズ・トラストが多額の損失を被ることがあ

る。また、運用会社は、シリーズ・トラストの取引口座で行う特定の取引を担保するため、取引の相手方当事者に対

し、証拠金の差し入れを行うことがある。

シリーズ・トラストは、取引の相手方当事者ごとにマスターネッティング契約を締結するなどして、これに対して負担

する信用リスクの軽減に努めることとしている。係るマスターネッティング契約は、シリーズ・トラストに対し、取引の相

手方当事者の信用力が一定の水準を割り込んで低下する場合に、対象取引の全てを解除する権限を付与するも

のである。マスターネッティング契約の当事者には、相手方契約当事者が債務不履行となる場合または契約が解

除される場合には、対象取引の全てを終了させる権限および対象取引を原因とする相手方当事者に対する負債

を、相手方当事者に対する債権と相殺する権限が付与される。店頭デリバティブ取引の相手方当事者の信用リスク

を原因としてシリーズ・トラストに生じる損失の最大額は、通常、未実現利益の総額に等しい。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

6. 現金および現金同等物

現金および現金同等物とは、以下のプライムブローカーまたは副資産保管会社が保管する現金等であって、満期

が3ヵ月以下であるものをいう。

2014年

（単位：英ポンド）

J.P. Morgan Securities Plc 928,905

BBH & Co. 9,692,432

（合計） 10,621,337

7. その他の未収金

2014年

（単位：英ポンド）
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未収配当金 278,760

未収利息 660

（合計） 279,420

8. 償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産

シリーズ・トラストは、資産成長クラス受益証券とツインαクラス受益証券と、2種類の受益証券をそれぞれ発行して

いる。

2014年

資産成長クラス受益証券

発行された受益証券の総口数 29,883,782

償還された受益証券の総口数 (1,770,225)

計算期間の末日の時点の発行済み受益証券の口数 28,113,557

ツインαクラス受益証券

発行された受益証券の総口数 160,910,032

計算期間の末日の時点の発行済み受益証券の口数 160,910,032

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

8. 償還可能な受益証券の所有者に帰属する純資産（続き）
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いずれの資産クラスの受益証券も、まず、当初募集期間に、投資家に対する発行価格での応募の勧誘が行われ、

その最終日に、最低投資単位の条件を満たす形で、受益証券が発行された。当初募集期間の最終日の翌営業日

から、当該営業日の時点の資産クラスごとの受益証券1口あたり純資産額に等しい発行基準価額での取得の勧誘

が、同じく最低投資単位の条件を満たす形で行われた。資産クラスごとの受益証券1口あたり純資産額は、営業日

（基準価額計算日でない場合にはその直前基準価額計算日）ごとに計算される。最低発行基準価額は、受益証券

1口あたり100円であり、最低発行価額は100円である。したがって、円建ての取得の申し込みは1円単位で行うこと

ができる。運用会社は、追加設定の申込額が1億円または運用会社がその判断に基づいて定める金額に満たない

場合には、その判断に基づいて、資産クラスごとに受益証券を発行しない旨の決定を行うことができる。

受益者は、買取日ごとに、事務代行会社に対して買取請求を行うことができる。行われた買取請求は、受託会社と

協議した後、運用会社が別段の決定を下すのでない限り、取消不能のものとして取り扱われる。資産クラスごとの受

益証券の買取価格は、買取請求日の直後に到来する基準価額計算日の基準価額計算の時点の、係る資産クラス

に帰属する純資産の受益証券1口あたりの金額となる。ツインαクラス受益証券については、最終買戻日に買い取

らせる場合を除いて、買取価格の0.20％相当額の買取手数料を支払わなければならない。ただし、ツインαクラス

受益証券を、最終買戻日に買い取らせる場合には、買取手数料はかからない。資産成長クラス受益証券について

は、買取手数料はかからない。

シリーズ・トラストの資本について、社内規程による要件は設定されていない。

収益分配金

財務アドバイサーは、その判断に基づいて、収益分配金を支払う旨を決定することができる。収益分配は、資産成

長クラス受益証券については半年ごとに、ツインαクラス受益証券については毎月、それぞれの収益分配日に行

われる。収益分配金の額は、それぞれの資産クラスの受益証券に帰属する収益の額（募集要項を参照されたい）

に、ほぼ等しい。収益分配金は、収益分配日の直前の基準日の時点で、受益証券の所有者として登録されている

者に対して支払われる。収益分配金は、源泉徴収税額および収益分配に際して負担すべきその他の価額を控除

して支払う。ただし、受益者に対する現実の収益分配を行わずに、同一の資産クラスの受益証券への再投資に充

てることとする。

シリーズ・トラストは、2014年6月2日（営業を開始した日）から2014年9月30日までに、ツインαクラス受益証券の所

有者に対して3,870,439英ポンドの収益分配を行っている。
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財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

9. 手数料および経費

副投資運用会社は、毎年、シリーズ・トラストの資産から支払われる運用報酬を受け取る。運用報酬の額は、純資産

価額に年率0.35％を乗じて得られる金額（成功報酬の計算の前に計算する）であり、基準価額計算日ごとに発生す

るものとして計算し、翌月以降に支払う。副投資助言会社は、副投資運用会社が受け取る副投資運用会社報酬か

ら助言報酬の支払いを受ける。

報酬代行会社は、毎年、シリーズ・トラストの資産から支払われる報酬を受け取る。報酬の額は、純資産価額に年率

0.30％を乗じて得られる金額（成功報酬の計算の前に計算する）であり、基準価額計算日ごとに発生するものとして

計算し、翌四半期以降に支払う。報酬代行会社報酬は、シリーズ・トラストの資産クラスごとに、以下のとおり計算し、

負担する。

- 資産成長クラス受益証券は年率0.10％。

- ツインαクラス受益証券は年率0.20％。

管理会社は、毎年、シリーズ・トラストの資産から、管理会社報酬を受け取る。管理会社報酬の額は、純資産価額に

年率0.05％を乗じて得られる金額（成功報酬の計算の前に計算する）であり、基準価額計算日ごとに発生するもの

として計算し、翌月以降に支払う。

資産保管会社は、毎年、シリーズ・トラストの資産から、資産保管会社報酬を受け取る。資産保管会社報酬の額は、

純資産価額に年率0.015％を乗じて得られる金額（成功報酬の計算の前に計算する）であり、基準価額計算日ごと

に発生するものとして計算し、翌月以降に支払う。

受託会社は、年額10,000米ドルの受託会社報酬を、翌月以降に受け取る。

報酬代行会社は、シリーズ・トラストの日々の営業に係る手数料および経費の支払いを行う。これらの経常費用に

は、設立費用、運用報酬、ならびに報酬代行会社の判断に基づき経常費用とした以下の手数料および経費が含ま

れる。
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(ⅰ)  通常の弁護士報酬、および監査報酬または監査費用に含まれない通常の監査費用。

(ⅱ)  シリーズ・トラストまたはトラストが監督当局に納付すべき年間手数料  

(ⅲ)  投資家向けサービスおよび受益者総会、確認書、財務報告書その他の報告書、議決権行使書面、募集要項

および添付書類第5号（本書面）ならびにその他の取得勧誘書類に係る通信費。これらの書類の作成、印

刷、翻訳および送付に要する費用。

(ⅳ)  保険料（保険に加入する場合）

(ⅴ)  後述する設立費用

なお、報酬代行会社が、訴訟費用、損害賠償金またはその他の手数料および経費であって経常費用とされない特

別のものの支払いを行うことはない。

経常費用充当費が支払うべき経常費用に満たなかった場合には、報酬代行会社は残額を負担する責任を負う。逆

に、経常費用を支払った後の残額は、シリーズ・トラストの報酬代行会社の報酬として、報酬代行会社が留保する。

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

9. 手数料および経費（続き）

経常費用充当費は、毎日計算し、翌四半期以降に累積額を支払う。最初の計算期間は、当初募集期間の最終日

（この日を含まない）から、その他の計算期間は、四半期の末日（この日を含まない）から、それぞれ始まる（手数料

計算日という）。最終の計算期間を除いて、計算期間は翌手数料計算日（この日を含む）までである。最終の計算

期間は、最終買戻日（基準価額計算日でない場合は、その直前の基準価額計算日）までである。

なお、この基準価額計算日が手数料計算日でない限り、最終の計算期間は、この基準価額計算日までとなる。

経常費用充当費からの支払いは、手数料計算日（最終の計算期間の場合は、上記の基準価額計算日）から、東京

において計算する10営業日以内に行われる。

シリーズ・トラストが支払うべき手数料および経費のうち受託者が立て替えたものは、全て、シリーズ・トラストの資産

から支払う。
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運用会社と販売金融機関が個別に合意して定める販売手数料は、支払条件が成就した場合に支払われる。報酬

代行会社は、経常費用充当費から販売手数料を支払う。

運用会社は、経常費用充当費から運用報酬を受け取ることができる。

報酬代行会社は、経常費用充当費から設立費用を支払う。

2014年9月30日現在の未払手数料は、以下のとおりである。

2014年

（単位：英ポンド）

報酬代行会社報酬 46,873

副投資運用会社報酬 30,493

監査報酬 3,036

管理会社報酬 4,356

受託会社報酬 9,837

資産保管会社報酬 1,309

95,904

財務諸表への注記
2014年9月30日

（続き)

10. 投資純損失

（単位：英ポンド）

2014年

投資純損失の内訳

有価証券に係る実現純損失 (122,931)

スワップ取引に係る実現純利益 1,761,600
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先物取引に係る実現純損失 (363,624)

有価証券に係る未実現純損失の変動額 (2,420,504)

スワップ取引に係る未実現純損失の変動額 (897,885)

先物取引に係る未実現純損失の変動額 (128,640)

投資による純損失（合計） (2,171,984)

11. 利害関係人との取引

一方が他方を支配することが可能であるか、他方が行う財政上または業務上の決定に重要な影響を及ぼす場合に

は、これらを利害関係人であるとみなす。受託会社、財務アドバイザー、副投資助言会社、副投資運用会社および

報酬代行会社は、いずれも、シリーズ・トラストの利害関係人であるとみなされる。ただし、これらの利害関係人との

間では、通常の営業に伴う取引以外の取引は行われていない。利害関係人に対する手数料のうち計算期間に発

生したものは、包括利益計算書に記載している。利害関係人から請求され、計算期間の末日の時点で未払いと

なっているものは、注記9に記載するとおりである。

シリーズ・トラストは、クレディ・スイス・インターナショナルを取引の相手方としてスワップ取引を行っているが、係る会

社は、運用会社の利害関係人である。2014年9月30日に終わる計算期間に、スワップ取引から生じた実現純益は、

1,761,600英ポンドであった。この金額は、包括利益計算書の投資純損失の項に記載している（注記10を参照）。こ

の実現益は、スワップ・オーバーレイ戦略に基づいてオプションを売り建てて得たプレミアム3,529,553英ポンドか

ら、オプションを買い建てた投資家が権利行使した際にこれに支払った現金1,767,953英ポンドを差し引いた額で

ある。

12. 後発事象

計算期間の終了後に、財務諸表に注記すべき開示後発事象は発生していない。

次へ
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「ダイワ・マネー・マザーファンド」の状況

　以下に記載した情報は監査の対象外であります。

貸借対照表

　 　 平成27年5月18日現在 平成27年11月17日現在

　 　 金　額（円） 金　額（円）

 資産の部 　 　 　

  流動資産 　 　 　

    コール・ローン 　 11,974,126,918 38,622,506,677

    国債証券 　 15,139,909,662 41,348,724,503

    未収利息 　 － 762,649

    前払費用 　 － 550,221

    流動資産合計 　 27,114,036,580 79,972,544,050

  資産合計 　 27,114,036,580 79,972,544,050

 負債の部 　 　 　

  流動負債 　 　 　

    未払解約金 　 － 1,000,000,000

    流動負債合計 　 － 1,000,000,000

  負債合計 　 － 1,000,000,000

 純資産の部 　 　 　

  元本等 　 　 　

    元本 ※1 26,591,455,273 77,442,883,794

    剰余金 　 　 　

　　  期末剰余金又は期末欠損金（△） 　 522,581,307 1,529,660,256

    元本等合計 　 27,114,036,580 78,972,544,050

  純資産合計 　 27,114,036,580 78,972,544,050

 負債純資産合計 　 27,114,036,580 79,972,544,050

注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区　分
自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

　 有価証券の評価基準及び評価方
法

国債証券

　  個別法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、金融商品取引業者、銀行等の提示する価額
（但し、売気配相場は使用しない）、価格情報会社の提供する価額
又は日本証券業協会発表の売買参考統計値（平均値）等で評価して
おります。

なお、適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が
時価と認定できない事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務
に基づいて合理的な事由をもって時価と認めた価額又は受託会社と
協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価して
おります。

（貸借対照表に関する注記）

区　分 平成27年5月18日現在 平成27年11月17日現在

1. ※1 期首 平成26年11月18日 平成27年5月19日

  期首元本額 25,207,291,395円 26,591,455,273円

  期中追加設定元本額 10,029,243,571円 104,698,044,912円

  期中一部解約元本額 8,645,079,693円 53,846,616,391円

     

  期末元本額の内訳   

 ファンド名   
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  深センＡ株資金拠出用ファンド
（適格機関投資家専用）

－円 1,000,294,205円

  ダイワ／“ＲＩＣＩ®”コモ
ディティ・ファンド

8,952,508円 8,952,508円

  ＵＳ債券ＮＢ戦略ファンド（為
替ヘッジあり／年1回決算型）

740,564円 740,564円

  ＵＳ債券ＮＢ戦略ファンド（為
替ヘッジなし／年1回決算型）

1,623,350円 1,623,350円

  スマート・アロケーション・Ｄ
ガード

－円 138,811,420円

  ＮＢストラテジック・インカ
ム・ファンド＜ラップ＞米ドル
コース

981円 981円

  ＮＢストラテジック・インカ
ム・ファンド＜ラップ＞円コー
ス

981円 981円

  ＮＢストラテジック・インカ
ム・ファンド＜ラップ＞世界通
貨分散コース

981円 981円

  ダイワファンドラップ コモ

ディティセレクト

22,884,451円 317,088,630円

  ダイワ米国株ストラテジーα
（通貨選択型） －トリプルリ

ターンズ－ 日本円・コース

（毎月分配型）

132,757円 132,757円

  ダイワ米国株ストラテジーα
（通貨選択型） －トリプルリ

ターンズ－ 豪ドル・コース

（毎月分配型）

643,132円 643,132円

  ダイワ米国株ストラテジーα
（通貨選択型） －トリプルリ

ターンズ－ ブラジル・レア

ル・コース（毎月分配型）

4,401,613円 4,401,613円

  ダイワ米国株ストラテジーα
（通貨選択型） －トリプルリ

ターンズ－ 米ドル・コース

（毎月分配型）

12,784円 12,784円

  ダイワ／フィデリティ北米株式
ファンド －パラダイムシフト

－

49,096,623円 49,096,623円

  （適格機関投資家専用）スマー
ト・シックス・Ｄガード

－円 1,911,428,278円

  ブルベア・マネー・ポートフォ
リオⅣ

－円 25,875,845,852円

  ブル3倍日本株ポートフォリオ
Ⅳ

－円 42,649,654,724円

  ベア2倍日本株ポートフォリオ
Ⅳ

－円 4,775,914,490円

  ダイワＦＥグローバル・バ
リュー株ファンド（ダイワＳＭ
Ａ専用）

13,896,435円 13,896,435円

  ダイワ米国高金利社債ファンド
（通貨選択型）ブラジル・レア
ル・コース（毎月分配型）

98,290,744円 98,290,744円

  ダイワ米国高金利社債ファンド
（通貨選択型）日本円・コース

(毎月分配型）

23,590,527円 23,590,527円
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  ダイワ米国高金利社債ファンド
（通貨選択型）米ドル・コース
(毎月分配型）

2,163,360円 2,163,360円

  ダイワ米国高金利社債ファンド
（通貨選択型）豪ドル・コース
(毎月分配型）

13,761,552円 13,761,552円

  ダイワ／ＵＢＳエマージングＣ
Ｂファンド

2,498,575円 2,498,575円

  ダイワ／アムンディ食糧増産関
連ファンド

14,780,160円 14,780,160円

  ダイワ日本リート・ファンド・
マネー・ポートフォリオ

75,351,994円 61,622,466円

  ダイワ新興国ハイインカム・プ
ラスⅡ －金積立型－

1,972,537円 1,972,537円

  ダイワ新興国ハイインカム債券
ファンド（償還条項付き）為替
ヘッジあり

4,926,716円 4,926,716円

  ダイワ新興国ソブリン債券ファ
ンド（資産成長コース）

49,082,149円 49,082,149円

  ダイワ新興国ソブリン債券ファ
ンド（通貨αコース）

196,290,094円 196,290,094円

  ダイワ・ダブルバランス・ファ
ンド（Ｄガード付／部分為替
ヘッジあり）

－円 138,814,365円

  ダイワ・インフラビジネス・
ファンド －インフラ革命－

（為替ヘッジあり）

9,813,543円 9,813,543円

  ダイワ・インフラビジネス・
ファンド －インフラ革命－

（為替ヘッジなし）

29,440,629円 29,440,629円

  ダイワ米国ＭＬＰファンド（毎
月分配型）米ドルコース

13,732,222円 13,732,222円

  ダイワ米国ＭＬＰファンド（毎
月分配型）日本円コース

3,874,449円 3,874,449円

  ダイワ米国ＭＬＰファンド（毎
月分配型）通貨αコース

13,437,960円 13,437,960円

  ダイワ英国高配当株ツインα
（毎月分配型）

98,107円 98,107円

  ダイワ英国高配当株ファンド 98,107円 98,107円

  ダイワ英国高配当株ファンド・
マネー・ポートフォリオ

91,906,203円 7,567,671円

  ＤＣスマート・アロケーショ
ン・Ｄガード

－円 2,849,862円

  ダイワ・世界コモディティ・
ファンド（ダイワＳＭＡ専用）

784,623円 529,642円

  ダイワ米国高金利社債ファンド
（通貨選択型）南アフリカ・ラ
ンド・コース（毎月分配型）

98,252円 98,252円

  ダイワ米国高金利社債ファンド
（通貨選択型）トルコ・リラ・
コース（毎月分配型）

2,554,212円 2,554,212円

  ダイワ米国高金利社債ファンド
（通貨選択型）通貨セレクト・
コース（毎月分配型）

1,178,976円 1,178,976円

  ダイワ・オーストラリア高配当
株α（毎月分配型）　株式α
コース

98,203円 98,203円
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  ダイワ・オーストラリア高配当
株α（毎月分配型）　通貨α
コース

98,203円 98,203円

  ダイワ・オーストラリア高配当
株α（毎月分配型）　株式＆通
貨ツインαコース

982,029円 982,029円

  ブルベア・マネー・ポートフォ
リオⅢ

25,838,065,813円 －円

  ダイワ米国株ストラテジーα
（通貨選択型） －トリプルリ

ターンズ－通貨セレクト・コー
ス（毎月分配型）

98,174円 98,174円

 計 　 26,591,455,273円 77,442,883,794円

     

2.  期末日における受益権の総数 26,591,455,273口 77,442,883,794口

（金融商品に関する注記）

Ⅰ 金融商品の状況に関する事項

区　分
自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

1. 金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」第2条第4項
に定める証券投資信託であり、投資信託約款に規定する「運用の基
本方針」に従っております。

   

2. 金融商品の内容及びリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、金銭債権及び
金銭債務であり、その詳細を附属明細表に記載しております。

これらの金融商品に係るリスクは、市場リスク（価格変動、金利変
動等）、信用リスク、流動性リスクであります。

   

3. 金融商品に係るリスク管理体制 複数の部署と会議体が連携する組織的な体制によりリスク管理を
行っております。信託財産全体としてのリスク管理を金融商品、リ
スクの種類毎に行っております。

   

4. 金融商品の時価等に関する事項
についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額
の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等に拠った場合、当該価額が異なることもあります。

Ⅱ 金融商品の時価等に関する事項

区　分 平成27年11月17日現在

1. 金融商品の時価及び貸借対照表
計上額との差額

金融商品はすべて時価で計上されているため、貸借対照表計上額と
時価との差額はありません。

   

2. 金融商品の時価の算定方法 (1)有価証券

  重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載しております。

   

  (2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ
とから、当該帳簿価額を時価としております。

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

　 平成27年5月18日現在 平成27年11月17日現在

種　類 当期間の損益に

含まれた評価差額（円）

当期間の損益に

含まれた評価差額（円）

国債証券 112,662 △527,117

合計 112,662 △527,117
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（注）「当期間」とは当親投資信託の計算期間の開始日から期末日までの期間（平成26年12月10日から
平成27年5月18日まで、及び平成26年12月10日から平成27年11月17日まで）を指しております。

（デリバティブ取引に関する注記）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

平成27年5月18日現在 平成27年11月17日現在

該当事項はありません。 該当事項はありません。

　 　

（1口当たり情報）

　 平成27年5月18日現在 平成27年11月17日現在

1口当たり純資産額 1.0197円 1.0198円

（1万口当たり純資産額） (10,197円) (10,198円)

附属明細表

第１ 有価証券明細表

 (1) 株式

      該当事項はありません。

 (2) 株式以外の有価証券

種　類 銘　柄
券面総額

（円）

評価額

（円）
備考

国債証券 ３４２ ２年国債 2,094,000,000 2,095,507,680  

 １００ ５年国債 1,250,000,000 1,253,237,500  

 ４９４ 国庫短期証券 2,000,000,000 1,999,998,800  

 ５５３ 国庫短期証券 1,840,000,000 1,839,999,625  

 ５５４ 国庫短期証券 2,000,000,000 1,999,998,700  

 ５５５ 国庫短期証券 5,500,000,000 5,499,999,475  

 ５５７ 国庫短期証券 2,470,000,000 2,469,999,064  

 ５５９ 国庫短期証券 5,000,000,000 4,999,993,520  

 ５６０ 国庫短期証券 90,000,000 89,999,929  

 ５６３ 国庫短期証券 6,100,000,000 6,099,996,785  

 ５６６ 国庫短期証券 3,000,000,000 2,999,997,660  

 ５６７ 国庫短期証券 5,000,000,000 4,999,995,765  

 ５６８ 国庫短期証券 5,000,000,000 5,000,000,000  

国債証券　合計 　 41,348,724,503  

合計   41,348,724,503  

第２　信用取引契約残高明細表

     該当事項はありません。

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

　　　該当事項はありません。
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ダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポートフォリオ

(1) 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）並びに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府
令第133号）に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

(2) 当ファンドの計算期間は6か月であるため、財務諸表は6か月毎に作成しております。

(3) 当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3期計算期間（平成27年5月19日

から平成27年11月17日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けておりま

す。

1　財務諸表

【ダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポートフォリオ】
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(1) 【貸借対照表】

　 　
第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

　 　 金　額（円） 金　額（円）

 資産の部 　 　 　

  流動資産 　 　 　

    コール・ローン 　 59,163,946 5,444,826

    親投資信託受益証券 　 93,716,755 7,717,510

    流動資産合計 　 152,880,701 13,162,336

  資産合計 　 152,880,701 13,162,336

 負債の部 　 　 　

  流動負債 　 　 　

    未払受託者報酬 　 1,704 717

    未払委託者報酬 　 17,662 7,599

    その他未払費用 　 218 221

    流動負債合計 　 19,584 8,537

  負債合計 　 19,584 8,537

 純資産の部 　 　 　

  元本等 　 　 　

    元本 ※1 152,794,555 13,143,578

    剰余金 　 　 　

　　  期末剰余金又は期末欠損金（△） 　 66,562 10,221

　　  　（分配準備積立金） 　 8,993 6

    元本等合計 　 152,861,117 13,153,799

  純資産合計 　 152,861,117 13,153,799

 負債純資産合計 　 152,880,701 13,162,336
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(2) 【損益及び剰余金計算書】

　 　

第2期

自　平成26年11月18日

至　平成27年5月18日

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

　 　 金　額（円） 金　額（円）

 営業収益 　 　 　

  受取利息 　 15,186 8,525

  有価証券売買等損益 　 16,618 755

  営業収益合計 　 31,804 9,280

 営業費用 　 　 　

  受託者報酬 　 1,704 717

  委託者報酬 　 17,662 7,599

  その他費用 　 218 221

  営業費用合計 　 19,584 8,537

 営業利益 　 12,220 743

 経常利益 　 12,220 743

 当期純利益 　 12,220 743

 一部解約に伴う当期純利益金額の分配額 　 3,226 997

 期首剰余金又は期首欠損金（△） 　 1,569 66,562

 剰余金増加額又は欠損金減少額 　 145,366 195,047

  当期追加信託に伴う剰余金増加額

  又は欠損金減少額 　 145,366 195,047

 剰余金減少額又は欠損金増加額 　 89,367 251,134

  当期一部解約に伴う剰余金減少額

  又は欠損金増加額 　 89,367 251,134

 分配金 ※1 － －

 期末剰余金又は期末欠損金（△） 　 66,562 10,221
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(3) 【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区　分

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

1. 有価証券の評価基準及び評価方
法

親投資信託受益証券

  移動平均法に基づき、時価で評価しております。

時価評価にあたっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて
評価しております。

   

2. その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

計算期間末日

  平成27年5月17日が休日のため、前計算期間末日を平成27年5月18日
としております。このため、当計算期間は183日となっております。

（貸借対照表に関する注記）

区　分
第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

　 　 　 　

1. ※1 期首元本額 22,235,480円 152,794,555円

  期中追加設定元本額 595,196,028円 243,810,146円

  期中一部解約元本額 464,636,953円 383,461,123円

     

2.  計算期間末日における受益権の
総数

152,794,555口 13,143,578口

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

区　分

第2期

自　平成26年11月18日

至　平成27年5月18日

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

　 ※1 分配金の計算過程 計算期間末における解約に伴う
当期純利益金額分配後の配当等
収益から費用を控除した額
（6,045円）、解約に伴う当期
純利益金額分配後の有価証券売
買等損益から費用を控除し、繰
越欠損金を補填した額（2,948
円）、投資信託約款に規定され
る収益調整金（57,569円）及び
分配準備積立金（0円）より分
配対象額は66,562円（1万口当
たり4.36円）であり、分配を
行っておりません。

計算期間末における解約に伴う
当期純利益金額分配後の配当等
収益から費用を控除した額（0
円）、解約に伴う当期純利益金
額分配後の有価証券売買等損益
から費用を控除し、繰越欠損金
を補填した額（0円）、投資信
託約款に規定される収益調整金
（10,215円）及び分配準備積立
金（6円）より分配対象額は
10,221円（1万口当たり7.78
円）であり、分配を行っており
ません。

（金融商品に関する注記）

Ⅰ 金融商品の状況に関する事項

区　分

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

1. 金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」第2条第4項
に定める証券投資信託であり、投資信託約款に規定する「運用の基
本方針」に従っております。
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2. 金融商品の内容及びリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、金銭債権及び
金銭債務であり、その詳細を附属明細表に記載しております。な
お、当ファンドは、親投資信託受益証券を通じて有価証券に投資し
ております。

これらの金融商品に係るリスクは、市場リスク（価格変動、金利変
動等）、信用リスク、流動性リスクであります。

   

3. 金融商品に係るリスク管理体制 複数の部署と会議体が連携する組織的な体制によりリスク管理を
行っております。信託財産全体としてのリスク管理を金融商品、リ
スクの種類毎に行っております。

   

4. 金融商品の時価等に関する事項
についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額
の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等に拠った場合、当該価額が異なることもあります。

Ⅱ 金融商品の時価等に関する事項

区　分
第3期

平成27年11月17日現在

1. 金融商品の時価及び貸借対照表
計上額との差額

金融商品はすべて時価で計上されているため、貸借対照表計上額と
時価との差額はありません。

   

2. 金融商品の時価の算定方法 (1)有価証券

  重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載しております。

   

  (2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ
とから、当該帳簿価額を時価としております。

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

　
第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

種　類 当計算期間の損益に

含まれた評価差額（円）

当計算期間の損益に

含まれた評価差額（円）

親投資信託受益証券 8,673 59

合計 8,673 59

　 　 　 　

（デリバティブ取引に関する注記）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

該当事項はありません。 該当事項はありません。

　 　

（関連当事者との取引に関する注記）

第3期

自　平成27年5月19日

至　平成27年11月17日

市場価格その他当該取引に係る価格を勘案して、一般の取引条件と異なる関連当事者との取引は行なわ
れていないため、該当事項はありません。

（1口当たり情報）

　
第2期

平成27年5月18日現在

第3期

平成27年11月17日現在

1口当たり純資産額 1.0004円 1.0008円
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（1万口当たり純資産額） (10,004円) (10,008円)

(4) 【附属明細表】

第１ 有価証券明細表

 (1) 株式

      該当事項はありません。

 (2) 株式以外の有価証券

種　類 銘　柄 券面総額
評価額

（円）
備考

親投資信託受益
証券

ダイワ・マネー・マザーファンド 7,567,671 7,717,510  

親投資信託受益証券　合計 　 7,717,510  

合計   7,717,510  

親投資信託受益証券における券面総額欄の数値は、証券数を表示しております。

第２　信用取引契約残高明細表

     該当事項はありません。

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

　　　該当事項はありません。

（参考）

 当ファンドは、「ダイワ・マネー・マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表

の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同マザーファンドの受益証券であります。

　なお、当ファンドの計算期間末日（以下、「期末日」）における同マザーファンドの状況は次のとおり
であります。

「ダイワ・マネー・マザーファンド」の状況

　前記「ダイワ英国高配当株ファンド」に記載のとおりであります。 

EDINET提出書類

大和証券投資信託委託株式会社(E06748)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 75/116



２　【ファンドの現況】

※ 原有価証券届出書の「第二部　ファンド情報　第３ ファンドの経理状況　２ ファンドの現況」を次

の内容に訂正・更新します。

＜訂正後＞

 

ダイワ英国高配当株ファンド

【純資産額計算書】

　 平成27年11月30日

　Ⅰ　資産総額 1,988,803,363円

　Ⅱ　負債総額 928,391円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,987,874,972円

　Ⅳ　発行済数量 1,875,550,934口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0599円

　 　

(参考) ダイワ・マネー・マザーファンド

純資産額計算書

　 平成27年11月30日

　Ⅰ　資産総額 80,478,831,594円

　Ⅱ　負債総額 0円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 80,478,831,594円

　Ⅳ　発行済数量 78,918,750,634口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0198円

　 　

ダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポートフォリオ

純資産額計算書

　 平成27年11月30日

　Ⅰ　資産総額 13,153,929円

　Ⅱ　負債総額 195円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 13,153,734円

　Ⅳ　発行済数量 13,143,578口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0008円

　 　

(参考) ダイワ・マネー・マザーファンド

前記「ダイワ英国高配当株ファンド」の記載と同じ。
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第三部　【委託会社等の情報】

第１　【委託会社等の概況】

  原有価証券届出書の「第三部  委託会社等の情報  第１  委託会社等の概況  １　委託会社等の概況

および２ 事業の内容及び営業の概況」を次の内容に訂正・更新します。

＜訂正後＞

１　【委託会社等の概況】

ａ. 資本金の額

　平成27年11月末日現在

　資本金の額　　　　151億7,427万2,500円

　発行可能株式総数　799万9,980株

　発行済株式総数　　260万8,525株

　過去5年間における資本金の額の増減：該当事項はありません。

ｂ. 委託会社の機構

①　会社の意思決定機構

　業務執行上重要な事項は、取締役会の決議をもって決定します。取締役は、株主総会において選

任され、その任期は選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

終結のときまでです。

　取締役会は、4名以内の代表取締役を選定し、代表取締役は、会社を代表し、取締役会の決議に

したがい業務を執行します。

　また、取締役、役付執行役員等から構成される経営会議は、経営全般にかかる基本的事項を審議

し、決定します。経営会議は、分科会を設置し、専門的な事項についてはその権限を委ねることが

できます。

②　投資運用の意思決定機構

　投資運用の意思決定機構の概要は、以下のとおりとなっています。

イ．ファンド個別会議

　ファンド運営上の諸方針を記載した基本計画書を経営会議の分科会であるファンド個別会議に

おいて審議・決定します。

ロ．投資環境検討会

　運用最高責任者であるCIO（Chief Investment Officer）が議長となり、原則として月1回投資

環境検討会を開催し、投資環境について検討します。

ハ．運用会議

　CIOが議長となり、原則として月1回運用会議を開催し、基本的な運用方針を決定します。

ニ．運用部長・ファンドマネージャー
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　ファンドマネージャーは、基本計画書に定められた各ファンドの諸方針と運用会議で決定され

た基本的な運用方針にしたがって運用計画書を作成します。運用部長は、ファンドマネージャー

から提示を受けた運用計画書について、基本計画書および運用会議の決定事項との整合性等を確

認し、承認します。

ホ．ファンド評価会議、運用審査会議、リスクマネジメント会議および執行役員会議

・ファンド評価会議

　運用実績・運用リスクの状況について、分析・検討を行ない、運用部にフィードバックしま

す。

・運用審査会議

　経営会議の分科会として、ファンドの運用実績の状況についての報告を行ない、必要事項を

審議・決定します。

・リスクマネジメント会議

　経営会議の分科会として、ファンドの運用リスクの状況・運用リスク管理等の状況について

の報告を行ない、必要事項を審議・決定します。

・執行役員会議

　経営会議の分科会として、法令等の遵守状況についての報告を行ない、必要事項を審議・決

定します。

２　【事業の内容及び営業の概況】

　委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社として、証券投資信

託の設定を行なうとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）を行なっています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務等の関連する業務を行なってい

ます。

　平成27年11月末日現在、委託会社が運用を行なっている投資信託（親投資信託を除きます。）は次の

とおりです。

基本的性格 本数（本） 純資産額の合計額（百万円）

単位型株式投資信託 30 151,387

追加型株式投資信託 599 11,972,362

　株式投資信託　　合計 629 12,123,749

単位型公社債投資信託 2 21,533

追加型公社債投資信託 17 3,124,529

　公社債投資信託　合計 19 3,146,062

総合計 648 15,269,811
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３　【委託会社等の経理状況】

 

※　原有価証券届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理

状況」を次の内容に訂正・更新します。

 

＜訂正後＞

 

１．当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等

に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

52年大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第57条の規定

により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年８月６日内閣府令第52号）に基づいて作

成しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第56期事業年度（平成26年４月１日

から平成27年３月31日まで）の財務諸表についての監査を、有限責任 あずさ監査法人により受けて

おります。

また、第57期事業年度に係る中間会計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）の中間

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。

 

３．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

 

(1) 【貸借対照表】

　　　　　　 　 　 　 　 　 　 （単位:百万円）　 　

　　　　　　 　

　前事業年度
　（平成26年３月31

日）
　

当事業年度
（平成27年３月31日）

　

　資産の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　現金・預金 　 　 　 15,186 　 　 　 31,438 　

　　　有価証券 　 　 　 15,003 　 　 　 4,878 　

　　　前払費用 　 　 　 157 　 　 　 139 　

　　　未収委託者報酬 　 　 　 8,265 　 　 　 10,295 　

　　　未収収益 　 　 　 103 　 　 　 110 　

　　　繰延税金資産 　 　 　 674　 　 　 585 　

　　　その他 　 　 　 15 　 　 　 153 　

　　　流動資産計 　 　 　 39,406 　 　 　 47,600 　

　　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　有形固定資産 　 　 ※1 252 　 　 ※1 255 　

　　　　建物 　 　 　 23 　 　 　 21 　
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　　　　器具備品 　 　 　 228 　 　 　 234 　

　　　無形固定資産 　 　 　 2,991 　 　 　 2,759 　

　　　　ソフトウェア 　 　 　 2,910 　 　 　 2,758 　

　　　　ソフトウェア仮勘定 　 　 　 68    1  

　　　　電話加入権 　 　 　 11 　 　 　 － 　

　　　投資その他の資産 　 　 　 15,077 　 　 　 12,979 　

　　　　投資有価証券 　 　 　 8,338 　 　 　 6,667 　

　　　　関係会社株式 　 　 　 5,141 　 　 　 5,129 　

　　　　出資金 　 　 　 129 　 　 　 124　

　　　　長期差入保証金 　 　 　 997 　 　 　 996 　

　　　　投資不動産 　 　 ※1 398   ※1 －  

    その他 　 　 　 74 　 　 　 60  

　　　　貸倒引当金 　 　 　 △3 　 　 　 － 　

　　　固定資産計 　 　 　 18,320 　 　 　 15,995 　

　　資産合計 　 　 　 57,727 　 　 　 63,596 　

 

　　　　　 　 　 　 　 　 　 　 （単位:百万円） 　

　　　　　 　 　

　前事業年度
　（平成26年３月31日）

　
当事業年度

（平成27年３月31日）
　

　負債の部 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　　預り金 　 　 　 53 　 　 　 64　

　　　未払金 　 　 　 8,998 　 　 　 9,172　

　　　　未払収益分配金 　 　 　 7 　 　 　 5　

　　　　未払償還金 　 　 　 77 　 　 　 72　

　　　　未払手数料 　 　 　 4,277 　 　 　 4,965　

　　　　その他未払金 　 　 ※2 4,635 　 　 ※2 4,127　

　　　未払費用 　 　 　 3,463 　 　 　 4,162　

　　　未払法人税等 　 　 　 1,530 　 　 　 1,133　

　　　未払消費税等 　 　 　 530 　 　 　 1,429　

   賞与引当金 　 　 　 955 　 　 　 1,092  

　　　その他 　 　 　 1 　 　 　 747　

　　　流動負債計 　 　 　 15,534 　 　 　 17,801　

　　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　　退職給付引当金 　 　 　 1,959 　 　 　 2,072　

　　　役員退職慰労引当金 　 　 　 80 　 　 　 101　

   繰延税金負債 　 　 　 1,789 　 　 　 1,745  

　　　その他 　 　 　 3  　 　 2　

　　　固定負債計 　 　 　 3,832 　 　 　 3,920　

　　負債合計 　 　 　 19,366 　 　 　 21,722　
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　純資産の部 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　　資本金 　 　 　 15,174 　 　 　 15,174　

　　　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　　　資本準備金 　 　 　 11,495 　 　 　 11,495　

　　　　資本剰余金合計 　 　 　 11,495 　 　 　 11,495　

　　　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　　　利益準備金 　 　 　 374 　 　 　 374　

　　　　その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　　　　 繰越利益剰余金 　 　 　 10,821 　 　 　 14,126　

　　　　利益剰余金合計 　 　 　 11,196 　 　 　 14,501　

　　　株主資本合計 　 　 　 37,866 　 　 　 41,171　

　　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　　その他有価証券評価差額金 　 　 494 　 　 　 702　

　　　評価・換算差額等合計 　 　 　 494 　 　 　 702　

　　純資産合計 　 　 　 38,360   　 41,873　

　負債・純資産合計 　 　 　 57,727   　 63,596　

(2) 【損益計算書】

　　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位:百万円）　

　　　 　 　 　 　

前事業年度
（自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日） 　

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

　

　営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　委託者報酬 　 　 　 84,771　 　 　 90,924　

　　その他営業収益 　 　 　 788　 　 　 933　

　　営業収益計 　 　 　 85,560　 　 　 91,858　

　営業費用 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　支払手数料 　 　 　 47,520　 　 　 49,978　

　　広告宣伝費 　 　 　 668　 　 　 670　

　　調査費 　 　 　 8,246　 　 　 9,013　

　　　 調査費 　 　 　 741　 　 　 867　

　　　 委託調査費 　 　 　 7,505　 　 　 8,146　

　　委託計算費 　 　 　 735　 　 　 756　

　　営業雑経費 　 　 　 1,323　 　 　 1,289　

　　　 通信費 　 　 　 249　 　 　 252　

　　　 印刷費 　 　 　 477　 　 　 481　

　　　 協会費 　 　 　 54　 　 　 53　

　　　 諸会費 　 　 　 11　 　 　 13　

　　　 その他営業雑経費 　 　 　 531　 　 　 488　

　　営業費用計 　 　 　 58,494　 　 　 61,709　

　一般管理費 　 　 　 　　 　 　 　　
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　　給料 　 　 　 5,708　 　 　 5,881　

　　　 役員報酬 　 　 　 243　 　 　 289　

　　　 給料・手当 　 　 　 3,785　 　 　 3,803　

　　　 賞与 　 　 　 724　 　 　 695　

　　　 賞与引当金繰入額 　 　 　 955　 　 　 1,092　

　　福利厚生費 　 　 　 793　 　 　 831　

　　交際費 　 　 　 37　 　 　 45　

　　旅費交通費 　 　 　 191　 　 　 176　

　　租税公課 　 　 　 222　 　 　 259　

　　不動産賃借料 　 　 　 1,182　 　 　 1,180　

　　退職給付費用 　 　 　 373　 　 　 383　

　　役員退職慰労引当金繰入額 　 　 　 33　 　 　 38　

　　固定資産減価償却費 　 　 　 963　 　 　 1,032　

　　諸経費 　 　 　 1,354　 　 　 1,372　

　　一般管理費計 　 　 　 10,862　 　 　 11,201　

　営業利益 　 　 　 16,203　 　 　 18,948　

 

　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位:百万円）　

　　 　 　 　 　 　

前事業年度
（自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日）　

当事業年度
（自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日）

　

　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　　

　　 受取配当金 　 　 ※1 144　 　 ※1 1,226　

　　 受取利息 　 　 　 9　 　 　 20　

　　 その他 　 　 　 220　 　 　 372　

　　 営業外収益計 　 　 　 374　 　 　 1,620　

　営業外費用 　 　 　  　 　 　 　　

　　 投資有価証券売却損 　 　 　 3　 　 　 84　

　　 その他 　 　 　 71　 　 　 67　

　　 営業外費用計 　 　 　 74　 　 　 152　

　経常利益 　 　 　 16,503　 　 　 20,416　

　特別利益 　 　 　 　　 　 　 　　

　　 固定資産売却益 　 　 　 －　 　 　 7　

　　 特別利益計 　 　 　 －　 　 　 7　

　特別損失 　 　 　 　　 　 　 　　

　　 外国税関連費用 　 　  －　 　  746  

　　 その他 　 　 　 0　 　 　 26  

　　 特別損失計 　 　 　 0　 　 　 772　

　税引前当期純利益 　 　 　 16,502　 　 　 19,651　

　法人税、住民税及び事業税 　 　 　 6,525　 　 　 6,238　

　法人税等調整額 　 　 　 △150　 　 　 △17　
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　法人税等合計 　 　 　 6,375　 　 　 6,220　

　当期純利益 　 　 　 10,126　 　 　 13,431　

(3) 【株主資本等変動計算書】

 

前事業年度（自　平成25年４月１日 至　平成26年３月31日）

 

 

 

当事業年度（自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日）
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　注記事項

（重要な会計方針）

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　(１) 子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法により計上しております。

 

　(２) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

 

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

　(１) 有形固定資産及び投資不動産
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定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　　　　８～47年

器具備品　　　　　　４～20年

　(２) 無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間

（５年間）に基づく定額法によっております。

 

３．引当金の計上基準

　(１) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産

更生債権等については財務内容評価法により計上しております。

　(２) 賞与引当金

　役員及び従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

　(３) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当社の退職金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上してお

ります。これは、当社の退職金は、将来の昇給等による給付額の変動がなく、貢献度、能力及び実

績等に応じて各事業年度毎に各人別の勤務費用が確定するためであります。

　また、執行役員･参与についても、当社の退職金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上してお

ります。

　(４) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社の役員退職慰労金規程に基づく当事業年度末要支給

額を計上しております。

 

４．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

５．連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

（表示方法の変更）

（貸借対照表）

前事業年度において、「流動資産」に独立掲記しておりました「貯蔵品」、「前払金」は、金額

的重要性が乏しいため、当事業年度より「流動資産」の「その他」として表示しております。この

表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「流動資産」に表示していた「貯蔵品」14百万円、

「前払金」０百万円、「その他」０百万円は、「その他」15百万円として組替えております。

 

前事業年度において、「有形固定資産」に独立掲記しておりました「リース資産」は、金額的重

要性が乏しいため、当事業年度より「有形固定資産」の「器具備品」として表示しております。こ

の表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。
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この結果、前事業年度の財務諸表において、「有形固定資産」に表示していた「リース資産」４

百万円、「器具備品」224百万円は、「器具備品」228百万円として組替えております。

 

前事業年度において、「投資その他の資産」に独立掲記しておりました「従業員に対する長期貸

付金」、「長期前払費用」は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度より「投資その他の資産」

の「その他」として表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務

諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「投資その他の資産」に表示していた「従業員に対

する長期貸付金」68百万円、「長期前払費用」６百万円は、「その他」74百万円として組替えてお

ります。

 

前事業年度において、「流動負債」に独立掲記しておりました「リース債務」は、金額的重要性

が乏しいため、当事業年度より「流動負債」の「その他」として表示しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「流動負債」に表示していた「リース債務」１百万

円は、「その他」１百万円として組替えております。

 

前事業年度において、「固定負債」に独立掲記しておりました「リース債務」は、金額的重要性

が乏しいため、当事業年度より「固定負債」の「その他」として表示しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「固定負債」に表示していた「リース債務」３百万

円は、「その他」３百万円として組替えております。

 

（損益計算書）

前事業年度において、「営業費用」に独立掲記しておりました「公告費」、「受益証券発行費」

は、金額的重要性が乏しいため、当事業年度より「営業費用」の「その他営業雑経費」として表示

しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行ってお

ります。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「営業費用」に表示していた「公告費」０百万円、

「受益証券発行費」０百万円、「その他営業雑経費」530百万円は、「その他営業雑経費」531百万円

として組替えております。

 

前事業年度において、「営業外収益」に独立掲記しておりました「有価証券利息」、「投資有価

証券売却益」、「有価証券償還益」、「時効成立分配金・償還金」は、金額的重要性が乏しいた

め、当事業年度より「営業外収益」の「その他」としております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「営業外収益」に表示していた「有価証券利息」13

百万円、「投資有価証券売却益」64百万円、「有価証券償還益」63百万円、「時効成立分配金・償

還金」44百万円、「その他」34百万円は、「その他」220百万円として組替えております。

 

前事業年度において、「営業外費用」に独立掲記しておりました「有価証券償還損」、「時効成

立後支払分配金・償還金」、「投資不動産管理費用」、「貯蔵品廃棄損」は、金額的重要性が乏し
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いため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」として表示しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「営業外費用」に表示していた「有価証券償還損」

18百万円、「時効成立後支払分配金・償還金」16百万円、「投資不動産管理費用」16百万円、「貯

蔵品廃棄損」９百万円、「その他」９百万円は、「その他」71百万円として組替えております。

 

前事業年度において、「特別損失」に独立掲記しておりました「固定資産除却損」は、金額的重

要性が乏しいため、当事業年度より「特別損失」の「その他」として表示しております。この表示

方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の財務諸表において、「特別損失」に表示していた「固定資産除却損」０

百万円は、「その他」０百万円として組替えております。

 

 

（貸借対照表関係）

 

※１　有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

 前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 18百万円 20百万円

器具備品 251百万円 275百万円

投資建物 729百万円 －

投資器具備品 24百万円 －

 

※２　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

未払金 4,508百万円 4,084百万円

 

 

３ 保証債務

 

前事業年度（平成26年３月31日）

子会社であるDaiwa Asset Management(Singapore)Ltd.の債務1,719百万円に対して保証を行ってお

ります。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

子会社であるDaiwa Asset Management(Singapore)Ltd.の債務1,834百万円に対して保証を行ってお

ります。

 

（損益計算書関係）

 

※１　関係会社項目
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関係会社に対する営業外収益には次のものがあります。

 前事業年度

（自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日）

受取配当金 － 1,065百万円

 

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：千株）

 
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式     

　普通株式 2,608 － － 2,608

合　　　計 2,608 － － 2,608

 

２．配当に関する事項

（１） 配当金支払額

 

決議
株式の種類

剰余金の配当の
総額（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月24日
定時株主総会

普通株式 7,027 2,694
平成25年
３月31日

平成25年
６月25日

 
（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　平成26年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。

①    剰余金の配当の総額         10,126百万円

②    配当の原資                   利益剰余金

③    １株当たり配当額                3,882円

④    基準日                 平成26年３月31日

⑤    効力発生日             平成26年６月26日

 
 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：千株）

 
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式     

　普通株式 2,608 － － 2,608

合　　　計 2,608 － － 2,608

 

 

２．配当に関する事項

（１） 配当金支払額
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決議
株式の種類

剰余金の配当の
総額（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 10,126 3,882
平成26年
３月31日

平成26年
６月26日

 
（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　平成27年６月23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお

り提案しております。

①    剰余金の配当の総額         13,428百万円

②    配当の原資                   利益剰余金

③    １株当たり配当額                5,148円

④    基準日                 平成27年３月31日

⑤    効力発生日             平成27年６月24日

 

（金融商品関係）

 

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、投資運用業及び投資助言・代理業などの資産運用に関する事業を行っております。資金

運用については安全性の高い金融商品に限定しております。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

証券投資信託に係る運用報酬の未決済額である未収委託者報酬は、運用するファンドの財産が信

託されており、「証券投資信託及び投資法人に関する法律」、その他関係法令等により一定の制限

が設けられているためリスクは極めて軽微であります。有価証券及び投資有価証券は、証券投資信

託、株式であります。証券投資信託は余資運用及び事業推進目的で保有しており、価格変動リスク

及び為替変動リスクに晒されております。株式は上場株式、非上場株式並びに子会社株式を保有し

ており、上場株式は価格変動リスク及び発行体の信用リスクに、非上場株式及び子会社株式は発行

体の信用リスクに晒されております。

未払手数料は証券投資信託の販売に係る手数料の未払額であります。その他未払金は主に連結納

税の親会社へ支払う法人税の未払額であります。未払費用は主にファンド運用に関係する業務を委

託したこと等により発生する費用の未払額であります。これらは、そのほとんどが1年以内の支払

期日であります。

 

 

（３） 金融商品に係るリスク管理体制

①市場リスクの管理

（ⅰ）為替変動リスクの管理

当社は、財務リスク管理規程に従い、個別の案件ごとに為替変動リスク管理の検討を行って

おります。

（ⅱ）価格変動リスクの管理

当社は、財務リスク管理規程に従い、個別の案件ごとに価格変動リスク管理の検討を行って

おり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しリスクマネジメント会議において報告を

行っております。

②信用リスクの管理

発行体の信用リスクは財務リスク管理規程に従い、定期的に財務状況等を把握しリスクマネジメ

ント会議において報告を行っております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）参照のこと）。

 

前事業年度（平成26年３月31日）

  （単位：百万円）

　
貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）現金・預金 15,186 15,186 －

（２）未収委託者報酬 8,265 8,265 －

（３）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　その他有価証券 22,283 22,283 －

資産計 45,735 45,735 －

（１）未払手数料 4,277 4,277 －

（２）その他未払金 4,635 4,635 －

（３）未払費用（*） 2,678 2,678 －

負債計 11,591 11,591 －

（*）未払費用のうち金融商品で時価開示の対象となるものを表示しております。

 

 

当事業年度（平成27年３月31日）

  （単位：百万円）

　
貸借対照表

計上額
時価 差額

（１）現金・預金 31,438 31,438 －

（２）未収委託者報酬 10,295 10,295 －

（３）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　その他有価証券 10,520 10,520 －

資産計 52,254 52,254 －

（１）未払手数料 4,965 4,965 －

（２）その他未払金 4,127 4,127 －

（３）未払費用（*） 3,366 3,366 －

負債計 12,460 12,460 －

（*）未払費用のうち金融商品で時価開示の対象となるものを表示しております。

 

（注１）金融商品の時価の算定方法

 

資　産

（１）現金・預金、並びに（２）未収委託者報酬

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

（３）有価証券及び投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、証券投資信託について

は、基準価額によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事

項（有価証券関係）をご参照下さい。
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負　債

（１）未払手数料、（２）その他未払金、並びに（３）未払費用

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  （単位：百万円）

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

（１）その他有価証券   

非上場株式 1,059 1,025

（２）子会社株式及び関連会社株式   

非上場株式 5,141 5,129

（３）長期差入保証金 997 996

これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものであるため、時価開示の対象としておりません。

 

（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

 

前事業年度（平成26年３月31日）

（単位：百万円）

　
１年以内

１年超 ５年超
10年超

　 ５年以内 10年以内

現金・預金 15,186 - - -

未収委託者報酬 8,265 - - -

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　その他有価証券のうち満期があるもの - 1,498 3,978 97

　合計 23,452 1,498 3,978 97

 

当事業年度（平成27年３月31日）

（単位：百万円）

　
１年以内

１年超 ５年超
10年超

　 ５年以内 10年以内

現金・預金 31,438 - - -

未収委託者報酬 10,295 - - -

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　その他有価証券のうち満期があるもの 6 1,591 3,790 84

　合計 41,740 1,591 3,790 84

 

 

（有価証券関係）

 

１．子会社株式及び関連会社株式

 

前事業年度（平成26年３月31日）
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子会社株式（貸借対照表計上額　5,141百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額　5,129百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。

 

 

２．その他有価証券

 

前事業年度（平成26年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの    

（１）株式 113 55 58

（２）その他    

証券投資信託 5,625 4,873 751

小計 5,738 4,928 809

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの    

その他    

証券投資信託 16,544 16,586 △41

小計 16,544 16,586 △41

合計 22,283 21,514 768

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　1,059百万円）については、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの    

（１）株式 164 55 109

（２）その他    

証券投資信託 4,576 3,633 943

小計 4,741 3,688 1,052

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの    

その他    

証券投資信託 5,779 5,793 △14

小計 5,779 5,793 △14

合計 10,520 9,482 1,038

（注）非上場株式（貸借対照表計上額　1,025百万円）については、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

 

EDINET提出書類

大和証券投資信託委託株式会社(E06748)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 92/116



３．売却したその他有価証券

 

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
売却額

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

その他    

証券投資信託 24,501 64 3

合計 24,501 64 3

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
売却額

（百万円）

売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

（百万円）

（１）株式 32 - 1

（２）その他    

証券投資信託 34,371 145 84

合計 34,404 145 85

 

 

４．減損処理を行った有価証券

前事業年度において、該当事項はありません。

当事業年度において、子会社株式について11百万円の減損処理を行っております。

 

（退職給付関係）

 

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、非積立型の確定給付制度（退職一時金制度であります）及び確定拠出制度を採用しておりま

す。

 

２．確定給付制度

 

　(１)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 前事業年度

（自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 1,935百万円 1,959百万円

　勤務費用 201 212

　退職給付の支払額 △217 △118

　その他 39 18

退職給付債務の期末残高 1,959 2,072

 

(２)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 前事業年度

（自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日）
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積立型制度の退職給付債務 － －

年金資産 － －

 － －

非積立型制度の退職給付債務 1,959百万円 2,072百万円

貸借対照表に計上された負債と

資産の純額
1,959 2,072

   

退職給付引当金 1,959 2,072

貸借対照表に計上された負債と

資産の純額
1,959 2,072

 

(３)退職給付費用及びその内訳項目の金額

 前事業年度

（自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日）

当事業年度

（自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日）

勤務費用 201百万円 212百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 201 212

 

３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度172百万円、当事業年度170百万円であります。

 

（税効果会計関係）

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

（単位：百万円）

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産   

 減損損失 833 -

 退職給付引当金 698 670

 賞与引当金 287 305

　外国税関連費用 - 241

 未払事業税 335 231

 連結法人間取引（譲渡損） 141 128

 投資有価証券評価損 128 105

 出資金評価損 116 103

　その他 246 206

繰延税金資産小計 2,789 1,992

 評価性引当額 △ 1,200 △ 613

繰延税金資産合計 1,588 1,379

繰延税金負債   

 連結法人間取引（譲渡益） 2,428 2,203
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 その他有価証券評価差額金 273 335

 その他 1 -

繰延税金負債合計  2,704  2,539

繰延税金負債の純額  1,115  1,159

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）

当事業年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 - 35.64％

 （調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 - 1.14％

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目

- △2.02％

評価性引当額の増減額 - △2.67％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修

正

- △0.51％

その他 - 0.07％

   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 - 31.65％

(注) 前事業年度においては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異

が法定実効税率の100分の５以下であるため記載を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年

度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.64%から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見

込まれる一時差異については33.10%に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異については32.34%となります。

この税率変更により、繰延税金資産（流動）が44百万円、繰延税金負債（長期）が180百万円、法人

税等調整額が100百万円、それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が34百万円増加しております。

 

（セグメント情報等）

 

［セグメント情報］

当社は、資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

［関連情報］

１.サービスごとの情報

単一のサービス区分の営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。
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２.地域ごとの情報

（１）営業収益

内国籍証券投資信託又は本邦顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３.主要な顧客ごとの情報

営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報]

 

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報]

該当事項はありません。

 

[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報]

該当事項はありません。

（関連当事者情報）

 

１．関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の子会社

 

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社

 
Daiwa Asset
Management　
(Singapore)
Ltd.
 

Singapore 133
金融商
品取引
業

(所有)
直接100.0

経営管理
債務保証

（注）
　1,719  － 　　 －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) シンガポール通貨庁（MAS）に対する当社からの保証状により、当該関連当事者の債務不履行等に関

するMASへの損害等に対して保証しております。なお、債務総額は当該関連当事者の総運用資産額に

応じて保証状にて定められております。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）
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子会社

 
Daiwa Asset
Management　
(Singapore)
Ltd.
 

Singapore 133
金融商
品取引
業

(所有)
直接100.0

経営管理
債務保証

（注）
　1,834  － 　　 －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) シンガポール通貨庁（MAS）に対する当社からの保証状により、当該関連当事者の債務不履行等に関

するMASへの損害等に対して保証しております。なお、債務総額は当該関連当事者の総運用資産額に

応じて保証状にて定められております。

 

（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

 

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地

資本金ま
たは出資
金
（百万円）

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社をも
つ会社

大和証券㈱
東京都
千代田区

100,000
金融商
品取引
業

－
証券投資信託受
益証券の募集販
売

証券投資信託
の代行手数料

25,994 未払手数料 3,216

同一の親
会社をも
つ会社

㈱大和総研
ビジネス・
イノベー
ション

東京都
江東区

3,000
情報
サービ
ス業

－
ソフトウェアの
開発

ソフトウェア
の購入

678 未払費用 393

同一の親
会社をも
つ会社

大和プロパ
ティ㈱

東京都
中央区

100
不動産
管理業

－ 本社ビルの管理
不動産の賃借
料

978
長期差入保

証金
971

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。

(注２)証券投資信託の代行手数料については、証券投資信託の信託約款に定める受益者が負担する信

託報酬のうち、当社が受け取る委託者報酬から代理事務に係る手数料として代行手数料を支払

います。委託者報酬の配分は、両者協議のうえ合理的に決定しております。

(注３)ソフトウェアの購入については、市場の実勢価格を勘案して、その都度交渉の上、購入価格を

決定しております。

(注４)差入保証金および賃借料については、近隣相場等を勘案し、交渉の上、決定しております。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地

資本金ま
たは出資
金
（百万円）

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社をも
つ会社

大和証券㈱
東京都
千代田区

100,000
金融商
品取引
業

－
証券投資信託受
益証券の募集販
売

証券投資信託
の代行手数料

28,838 未払手数料 3,751

同一の親
会社をも
つ会社

㈱大和総研
ビジネス・
イノベー
ション

東京都
江東区

3,000
情報
サービ
ス業

－
ソフトウェアの
開発

ソフトウェア
の購入

685 未払費用 348

同一の親
会社をも
つ会社

大和プロパ
ティ㈱

東京都
中央区

100
不動産
管理業

－ 本社ビルの管理
不動産の賃借
料

978
長期差入保

証金
971
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取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１)上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。

(注２)証券投資信託の代行手数料については、証券投資信託の信託約款に定める受益者が負担する信

託報酬のうち、当社が受け取る委託者報酬から代理事務に係る手数料として代行手数料を支払

います。委託者報酬の配分は、両者協議のうえ合理的に決定しております。

(注３)ソフトウェアの購入については、市場の実勢価格を勘案して、その都度交渉の上、購入価格を

決定しております。

(注４)差入保証金および賃借料については、近隣相場等を勘案し、交渉の上、決定しております。

 

２.親会社に関する注記

株式会社大和証券グループ本社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場）

 

（１株当たり情報）

 

前事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり純資産額　　　　14,705.91円

１株当たり当期純利益　　　 3,882.07円

１株当たり純資産額　　　　16,052.69円

１株当たり当期純利益　　　 5,148.94円

(注１)潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

(注２)１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当期純利益（百万円） 10,126 13,431

普通株式の期中平均株式数（株） 2,608,525 2,608,525

 

 

（重要な後発事象）

 

該当事項はありません。

 

中間財務諸表

(１)中間貸借対照表

 

 （単位:百万円）

 当中間会計期間

（平成27年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金・預金  22,998
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有価証券  4,461

未収委託者報酬  10,719

繰延税金資産  504

その他  334

流動資産合計  39,018

固定資産   

有形固定資産 ※１ 247

無形固定資産   

ソフトウエア  2,432

その他  135

無形固定資産合計  2,568

投資その他の資産   

投資有価証券  5,468

関係会社株式  5,129

その他  1,231

投資その他の資産合計  11,830

固定資産合計  14,646

資産合計  53,664

   

   

   

 

 

 

 （単位:百万円）

 当中間会計期間

（平成27年９月30日）

負債の部   

流動負債   

未払金  7,124

未払費用  4,744

未払法人税等  1,085

賞与引当金  903

その他 ※３ 643

流動負債合計  14,500

固定負債   

退職給付引当金  2,142

役員退職慰労引当金  111

    繰延税金負債  1,497

その他  2

固定負債合計  3,754
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負債合計  18,255

純資産の部   

株主資本   

資本金  15,174

資本剰余金   

資本準備金  11,495

資本剰余金合計  11,495

 　　利益剰余金   

利益準備金  374

その他利益剰余金   

　 　 　繰越利益剰余金  8,096

　 　 利益剰余金合計  8,471

株主資本合計  35,141

　 評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  267

　　評価・換算差額等合計  267

純資産合計  35,409

負債・純資産合計  53,664

(２)中間損益計算書

 （単位:百万円）

 当中間会計期間

（自　平成27年４月１日

   至　平成27年９月30日）

営業収益   

委託者報酬  46,714

その他営業収益  435

営業収益合計  47,150

営業費用   

支払手数料  24,499

その他営業費用  6,487

営業費用合計  30,987

一般管理費 ※１ 5,812

営業利益  10,350

営業外収益 ※２ 378

営業外費用 ※３ 29

経常利益  10,699

税引前中間純利益  10,699

法人税、住民税及び事業税  3,260

法人税等調整額  39

中間純利益  7,398
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(３)中間株主資本等変動計算書

 

当中間会計期間（自　平成27年４月１日 至　平成27年９月30日）

 

注記事項

（重要な会計方針）

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法により計上しております。

 

（２）その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

 

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
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２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　10～18年

器具備品　　　　４～20年

 

（２）無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

 

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

役員及び従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を計上し

ております。

 

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当社の退職金規程に基づく当中間会計期間末要支給額を計上し

ております。これは、当社の退職金は、将来の昇給等による給付額の変動がなく、貢献度、能力及

び実績等に応じて各事業年度ごとに各人別の勤務費用が確定するためであります。また、執行役

員・参与についても、当社の退職金規程に基づく当中間会計期間末要支給額を計上しております。

 

（３）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社の役員退職慰労金規程に基づく当中間会計期間末要

支給額を計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（２）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

（中間貸借対照表関係）

 

※１　減価償却累計額

 当中間会計期間

（平成27年9月30日現在）

有形固定資産 239百万円

  

 

２　保証債務

 

当中間会計期間（平成27年９月30日現在）
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子会社であるDaiwa Asset Management(Singapore)Ltd.の債務1,765百万円に対して保証を行ってお

ります。

 

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

 

※１　減価償却実施額

  

 

 

当中間会計期間

（自　平成27年４月 １日

至　平成27年９月30日）

有形固定資産 15百万円

無形固定資産 532百万円

  

※２　営業外収益の主要項目

  

 

 

当中間会計期間

（自　平成27年４月 １日

至　平成27年９月30日）

外国税関連費用引当金戻入益  171百万円

投資有価証券売却益 99百万円

受取配当金 69百万円

 

 

※３　営業外費用の主要項目

  

 

 

当中間会計期間

（自　平成27年４月 １日

 至　平成27年９月30日）

為替差損 13百万円

貯蔵品廃棄損 5百万円

投資有価証券売却損 2百万円

（中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）
 

 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千株）

 
当事業年度期首

株式数
当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計期間末
株式数

発行済株式     

　普通株式 2,608 － － 2,608

合計 2,608 － － 2,608
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２．配当に関する事項

配当金支払額

 

(決議)
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 13,428   5,148

平成27

年　　　３月

31日

平成27年

６月24日

（金融商品関係）

当中間会計期間（平成27年９月30日）

 

金融商品の時価等に関する事項

 

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)参照のこと）。

  （単位：百万円）

　 中間貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金・預金 22,998 22,998 －

（２）未収委託者報酬 10,719 10,719 －

（３）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 8,908 8,908 －

資産合計 42,626 42,626 －

（１）未払金 7,124 7,124 －

（２）未払費用（*) 3,702 3,702 －

負債合計 10,827 10,827 －

（*）未払費用のうち金融商品で時価開示の対象となるものを表示しております。

 

（注１）金融商品の時価の算定方法

 

資　産

（１）現金・預金及び（２）未収委託者報酬

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

（３）有価証券及び投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、証券投資信託について

は、基準価額によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事

項（有価証券関係）をご参照下さい。

 

負　債

（１）未払金及び（２）未払費用
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　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 （単位：百万円）

区分 当中間会計期間

非上場株式 1,021

子会社株式 5,129

差入保証金 1,052

これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものであるため、時価開示の対象としておりません。

 

（有価証券関係）

当中間会計期間（平成27年９月30日）

 

１．子会社株式及び関連会社株式

子会社株式（中間貸借対照表計上額　5,129百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

 

２．その他有価証券

 

中間貸借対照表

計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

中間貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
   

（１）株式 161 55 106

（２）その他    

証券投資信託 3,455 3,002 453

小計 3,617 3,058 559

中間貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
   

その他    

証券投資信託 5,290 5,453 △163

小計 5,290 5,453 △163

合計 8,908 8,511 396

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額　1,021百万円）については、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めてお

りません。

 

（セグメント情報等）
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［セグメント情報］

当中間会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

当社は、資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

 

［関連情報］

当中間会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１.サービスごとの情報

単一のサービス区分の営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

２.地域ごとの情報

（１）営業収益

内国籍投資信託又は本邦顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３.主要な顧客ごとの情報

営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。

 

［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］

当中間会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］

当中間会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］

当中間会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

当中間会計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日）
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１株当たり純資産額

１株当たり中間純利益金額

13,574.37円  

2,836.44円  

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

（注）２．１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 

当中間会計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日）

中間純利益(百万円) 7,398  

普通株式に係る中間純利益(百万円) 7,398  

普通株主に帰属しない金額(百万円)

普通株式の期中平均株式数(株)

－  

2,608,525  

 

（重要な後発事象）

 

該当事項はありません。
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４　【利害関係人との取引制限】

  原有価証券届出書の「第三部  委託会社等の情報  第1  委託会社等の概況  ４　利害関係人との取引

制限および５ その他」を次の内容に訂正・更新します。

＜訂正後＞

　委託会社は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる行

為が禁止されています。

①　自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行なうことを内容とした運用を行なうこと

(投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれが

ないものとして内閣府令で定めるものを除きます。)。

②　運用財産相互間において取引を行なうことを内容とした運用を行なうこと(投資者の保護に欠け、若

しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令で

定めるものを除きます。)。

③　通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社の親法人

等（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な

関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下④⑤において同

じ。）又は子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品

取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以

下同じ。）と有価証券の売買その他の取引又は店頭デリバティブ取引を行なうこと。

④　委託会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行なう投資運用業に関して運用の方針、運

用財産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行なうことを内容とした運用を行なうこと。

⑤　上記③④に掲げるもののほか、委託会社の親法人等又は子法人等が関与する行為であって、投資者の

保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれのあるものと

して内閣府令で定める行為。

５　【その他】

ａ. 定款の変更、事業譲渡または事業譲受、出資の状況その他の重要事項

①　平成27年4月1日付で、定款について次の変更をいたしました。

・　代表取締役の人数の変更（4名以内に変更）

②　平成27年6月26日付で、定款について次の変更をいたしました。

・　取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）の責任を法令の定める限度に制限する契約を締

結できる旨の規定の新設

ｂ. 訴訟事件その他委託会社に重要な影響を及ぼすことが予想される事実

　訴訟事件その他委託会社に重要な影響を及ぼすことが予想される事実はありません。
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独立監査人の監査報告書

平成27年12月18日

大和証券投資信託委託株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 貞廣　篤典　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小林　英之　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの

経理状況」に掲げられているダイワ英国高配当株ファンドの平成27年5月19日から平成27年11月17日まで

の計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表につい

て監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検

討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ダイワ英国高配当株ファンドの平成27年11月17日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する

計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

大和証券投資信託委託株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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(注)１．　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

(注)２．　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

次へ
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独立監査人の監査報告書

平成27年12月18日

大和証券投資信託委託株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 貞廣　篤典　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小林　英之　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの

経理状況」に掲げられているダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポートフォリオの平成27年5月19日

から平成27年11月17日までの計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記

表並びに附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検

討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ダイワ英国高配当株ファンド・マネー・ポートフォリオの平成27年11月17日現在の信託財産の状態

及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

利害関係

大和証券投資信託委託株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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(注)１．　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

(注)２．　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

委託会社の監査報告書（当期）へ
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独立監査人の監査報告書

平成27年５月28日

大和証券投資信託委託株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人  

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙波　博之　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 貞廣　篤典　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内田　和男　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられている大和証券投資信託委託株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第56

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びそ

の他の注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大和証券投資信託委託株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

EDINET提出書類

大和証券投資信託委託株式会社(E06748)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

113/116



以　上

(注)１.　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

(注)２.　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

委託会社の監査報告書（当期中間）へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成27年11月25日

大和証券投資信託委託株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙波　博之　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 貞廣　篤典　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内田　和男　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられている大和証券投資信託委託株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第57

期事業年度の中間会計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中

間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務

諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監

査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立

案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務

諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、大和証券投資信託委託株式会社の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
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る中間会計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注)１.　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

(注)２.　XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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